
○平成１８年度の取組実績（団体・独法）

取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応

○　耕種と畜産の交流の場を
設けるという新たな取り組み
で、耕畜連携を推進することが
できた。
○　耕種側における耕畜連携･
自給飼料増産の取り組みをさら
に推進することが課題。

同上②　飼料作物
の生産拡大

○　耕畜連携をすすめることを
基本に、水田農業との連携を
強化し、生産の拡大に取り組
む。

○　地域水田農業ビジョン大
会、ＪＡ大会決議実践交流集
会等の各種会議を通じて、地
域水田農業ビジョン（地域農
業戦略）に耕畜連携を明確に
位置づけ、ＷＣＳの作付け拡
大に取り組むよう推進する。
○　ＷＣＳコーディネーター研
修会への参加を推進する。

○　部課長会議、耕畜連携推進交流会等
において、新たな耕畜連携助成の検討･推
進を通じて、自給飼料増産に向けた取組
の実践を推進した。
○　第24回のＪＡ大会の議案に、耕畜連携
の取り組むの推進と必要な政策の確立を
位置づけた。
○　県中央会を通じて、県・ＪＡ段階にWCS
コーディネーター研修会への参加を推進し
た。

独法・
団体名

取組事項

全国農
業協同
組合中
央会

○　飼料用稲わらの利用拡大
にあたっては、畜産農家と耕
種農家の協議と組織的な取り
組みが必要であり、たい肥セ
ンターの取り組み等を通じて、
耕畜連携による飼料用稲わら
100％自給へ向けた取り組み
をすすめる。

○　中央会農政担当部課長会
議等を通じ、平成18年度以降
も継続された稲わら収集支援
対策（国産粗飼料増産対策事
業）を畜産部門・耕種部門双
方に推進する。
○　中央会農政担当部課長会
議、地域水田農業ビジョン大
会、ＪＡ大会決議実践交流集
会等の各種会議を通じて、耕
畜連携による飼料用稲わら収
集拡大の取り組みを推進す
る。

備考

①　飼料増産
運動

うち稲発
酵粗飼料

うちトウモ
ロコシ

③　国産稲わ
らの利用拡大

１８年度（計画） １８年度（実績）

○　「新たな基本計画をふまえ
たＪＡグループの取り組み方
針」に基づき、食料自給率向
上のために、耕畜連携の徹
底、飼料用稲わら・ＷＣＳを戦
略的作物と位置づけ、生産拡
大、水田等への大家畜導入等
を通じて粗飼料自給率100％
の実現をめざした取り組みを
すすめる。

○　中央会農政担当部課長会
議等の諸会議を通じて、耕畜
連携の徹底、飼料用稲わら・
ＷＣＳを戦略的作物と位置づ
けた生産拡大、水田等への大
家畜導入等の取り組みを推進
する。

○　ブロック会議（5月、9月）を通じて、国
産稲わらの自給率100％の達成に向けた
取組を中心に推進した。
○　12月11日に耕畜連携推進交流会（参
加者：45名）を開催し、新たな水田農業ビ
ジョンへの耕畜連携等の位置づけ・実践を
推進した。
○　部課長会議、畜産物価格･関連対策の
確立に係る組織討議等を通じて、耕畜連
携･自給飼料増産の取組を推進するととも
に、必要な政策の確立に向け取り組んで
いる。

○　本年度は、国産稲わらの自
給100％と新たな水田ビジョン
における耕畜連携の推進につ
いて、新たな取組を実施するこ
とが出来た。
○　耕種側における耕畜連携･
自給飼料増産の取り組みをさら
に推進することが課題。

18年度：19年度畜産物価格･関連対策
の確立に係る運動において、自給飼料
増産･耕畜連携が推進できる対策等の
確立に向け、取り組む。
19年度：新たな水田ビジョン運動にお
ける耕畜連携の位置づけ･実践を引き
続き推進。

○　重点課題として位置づけ、
強力に取組の推進を行うことが
出来た。

19年度：引き続き、会議等を通じて、作
付前（4、5月）と出来秋（8、9月）におい
て、国産稲わらの確保・利用拡大の取
組を推進する。

○　ブロック会議（5月、9月）、農政担当部
課長会議において、国産粗飼料増産対策
事業の活用を通じた国産稲わらの確保の
取組を推進した。
○　9月を「国産稲わら確保取組強化月
間」に位置づけ、県・ＪＡ段階において、チ
ラシ等を活用しながら、国産稲わらの収
集･供給に向けた推進指導を強化した。
　なお、チラシについては、国産稲わらの
確保と国産粗飼料増産対策の活用を呼び
かけるものを約3万枚を作成し、県中、県
連、ＪＡに配布した。
○　部課長会議、耕畜連携推進交流会等
を通じて、19年産における国産稲わらの収
集･供給拡大に必要な具体的な取組の検
討と政策の確立に向け取り組む。

資料３－４
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

④　放牧の推
進

⑤　飼料生産
の外部化・組
織化の推進

19年度：：新たな水田ビジョン運動にお
ける水田放牧の位置づけ･実践を引き
続き推進。

○　飼料生産の拡大にあたっ
ては、コントラクターによる作
業受託等が不可欠であり、引
き続きその育成、拡大に取り
組む。

○　地域水田農業ビジョン（地
域農業戦略）に耕畜連携を明
確に位置づけ、ＷＣＳをはじめ
とした飼料生産やたい肥の活
用による土づくりに取り組むよ
う推進し、その中でコントラク
ターの設立・育成を呼びかけ
る。
○　コントラクターアドバイザー
研修会への参加を推進する。

○　県中央会を通じて、県・ＪＡ段階にコン
トラクターアドバイザー研修会への参加を
推進した。
○　部課長会議、畜産物価格･関連対策の
確立に係る組織討議等を通じて、コントラ
クター機能強化をはじめ、耕畜連携に係る
総合的な対応が出来る組織･人づくりにつ
いての具体的な取組の検討と必要な政策
の確立を行っている。

○　輸入飼料価格が高騰して
おり、自給飼料の需要が伸ばし
やすい状況とも言える。こうした
なかで、コントラクターの機能強
化等を通じて、自給飼料の利便
性を高め、輸入飼料との置き換
えを進めることが必要。

18年度：19年度畜産物価格･関連対策
の確立に係る運動において、自給飼料
増産･耕畜連携が推進できる対策等の
確立に向け、取り組む。
19年度：新たな水田ビジョン運動にお
ける耕畜連携の位置づけ･実践を引き
続き推進。

○　放牧は、畜産経営の生産
性向上に役割を果たすことに
加え、草地、未利用地等の資
源を活用することにより、食料
自給率の向上につながるもの
として推進する。

○　地域水田農業ビジョン大
会、ＪＡ大会決議実践交流集
会等の各種会議を通じて、水
田、耕作放棄地等での放牧の
多様なメリットや取り組み事例
について情報提供し、放牧の
取り組みを呼びかける。
○　放牧サミット、放牧伝道師
養成研修会への参加を推進
する。

①同左
（全国、東北、関東、九州等）
②自給飼料関係補助事業の実施・推
進説明会の開催（1月26日）
③飼料増産・自給飼料関係補助事業
の現地推進
　・指導の実施（滋賀・鹿児島・新潟県
等）

①補助事業活用の指導を通じて推進

①国産粗飼料増産対策事業
等補助事業説明会の開催
②国産粗飼料主体のＴＭＲ生
産供給の普及

①上記「自給飼料関係補助事業推進担当
者会議」において、本事業の活用による生
産拡大を推進
②国産粗飼料主体ＴＭＲ生産供給の普及
啓蒙のためめブロック別会議、主要県連
説明会で先進事例紹介

○　県中央会を通じて、県・ＪＡ段階に放牧
サミット、放牧伝道師養成研修会への参加
を推進した。
○　耕畜連携推進交流会において、水田
放牧の優良事例発表等を行い、水田農業
ビジョンへの水田放牧の位置づけと実践
を推進した。

○　交流会での優良事例の紹
介等により、放牧に関する情報
提供ができた。
○　耕種側への水田放牧に関
する情報提供を強化することが
必要である。

①自給飼料現地研修会等での普及推進

①未参加県域へのフォロー飼料増産への取組み推進 ①全国･地域飼料増産行動会
議等への参画
②自給飼料関係補助事業の
実施･推進説明会の開催（全
国4ブロック）

③推進資材としてのリーフレッ
ト作成・配布

①全国･地域飼料増産行動会議等への参
画（全国・東北・関東・東海・九州）
②国産粗飼料増産対策事業、飼料増産受
託システム確立対策事業等の自給飼料関
係補助事業推担当者会議を開催。
　北海道（5/30～6/1)、東日本（6/13)、
　西日本（6/8)、九州（6/9）
③自給飼料関係現地研修会の開催（11月
30日～12月1日、於：佐賀県・福岡県）
④推進資材としてリーフレットを作成・配布
　国産粗飼料　：5,000部
　コントラクター：3,000部
⑤飼料増産支援対策事例の紹介
　季刊紙：「酪農のなかま」(全農酪農部）
12,000部

全国農
業協同
組合連
合会

①　飼料増産
運動

②　飼料作物
の生産拡大

うち稲発
酵粗飼料

うちトウモ
ロコシ

①補助事業活用の指導を通じての拡
大推進

同上 国産粗飼料増産対策事業
計画　　4,200ha

①国産粗飼料増産対策事業実績見込み
4,405ha

本事業：前年比105％ ①補助事業活用の指導を通じての拡
大推進

発酵粗飼料用稲等の飼料作
物の普及推進
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

稲わら自体は、肥育農家が多く利用し
ていることから、酪農家での利用増加
はあまり見込めない。

引き続き情報収集に努め、有益な情報
を酪農家に提供していきたい。

都府県酪農における放牧の可
能性を探る

都府県型の放牧酪農の可能
性を探るための活動に取り組
む

放牧サミットへ参加し、情報の収集を行っ
た。

府県酪農家での放牧体系を構
築し、コスト低減に効果がある
ことを実証していきたい。

堆肥交換による国産稲わらの
利用 拡大を普及する

国産粗飼料増産緊急対策事
業の取り組みと堆肥交換によ
る稲わら収集について啓蒙す
る

補助事業を取りまとめ、53haの面積を取り
まとめた。

補助事業の活用により、稲わら
の利用を促進してきたが、レベ
ルの高い酪農家が多くなったこ
ともあり、稲わらの利用は、減
少中。

継続して19年度の事業を推進し、面積
を拡大したい。

引き続き、地道に展示圃場等を利用し
た啓蒙活動を行う。

補助事業を取りまとめ、484haで前年比
110％となっている。また、17年産稲発酵
飼料の精密分析値を配布し、普及活動を
行った。

トウモロコシの展示圃場を全国10カ所で展
開、現地検討会を開催し、自給飼料の有
利性をアピールする。

面積も確実に増加している。

展示法上納か及び周辺では項
があったものの、まだ、点でし
かの広がりでしかない。

自給飼料の研修会のみならず何の研修会
でも、トウモロコシの有利性や自給飼料の
有利性をアピールした。

自給飼料を作っている酪農家
には理解を得られ、成果はあっ
た。

19年度も同様な対応を継続する。

会員・酪農家向けの研修会・展示圃場を
展開し、自給飼料の有利性について啓蒙
した。

自給飼料増産に向けての意欲
は高まったと思われるが、面積
増加に結びついたかは、今後
の動向で判明すると思われる。

輸入乾草が高騰しつつある現在が、増
産運動のチャンスであり、引き続き、啓
蒙していきたい。

全国酪
農業協
同組合
連合会

団体のみにとどまらず、広く末
端まで普及する

各地域の増産行動会議への
積極的な参加と同時に、会員
農協の意識向上に努める。

自給飼料の有利性と自給率
の向上を目指す

本会主催、会員主催の自給飼
料研修会での意識向上と本会
機関誌等での自給飼料啓蒙
を予定

稲発酵飼料の栽培から、給与
までの指導

展示圃場を中心にトウモロコ
シの有利性を啓蒙する

国産粗飼料増産緊急対策事
業を軸に給与情報までの提供
を行い、利用拡大に努める

各地域に展示圃場を設置し、
周辺農家への啓蒙に努める

③　国産稲わ
らの利用拡大

④　放牧の推
進

①　飼料増産
運動

②　飼料作物
の生産拡大

うち稲発
酵粗飼料

うちトウモ
ロコシ

国産稲わらの利用推進 ①国産粗飼料増産対策事業
等の円滑な実施
②重点県域への現地推進
③圧縮梱包システムの導入に
よる広域流通拡大の促進
　（九州地区を重点エリアとす
る）

①国産粗飼料増産対策事業等の普及拡
大促進（ブロック会議の開催）
②重点県域への現地推進の実施
　鹿児島、宮崎、熊本、大分、福岡、長崎、
　佐賀、北海道、青森、岩手、宮城、秋田、
　山形、　茨城、栃木、群馬、滋賀、鳥取、
　島根、徳島、香川、愛媛　（22県）
③圧縮梱包システムの導入による広域流
通拡大促進の拠点として、｢九州稲わらセ
ンター」を新設（10月）し、圧縮小型ベール
の製造試験を開始

⑦　消費者の
理解醸成

③国産稲わら
の利用拡大

⑤　飼料生産
の外部化・組
織化の推進

①補助事業の活用を通じての拡大推
進
②重点県域への現地推進継続
③事業化に向けた安定的量産体制の
確立

コントラクターの育成･定着化 ①飼料増産受託システム確立
対策事業等の円滑な実施
②主要実施県連等への現地
指導
③本事業計画
150コントラクター

①ブロック別担当者会議の開催
②主要実施県連等への現地指導の実施
③本事業実績（18年度補助対象）
コントラクター　数：122　内継続104、新規
25（重複7）

①新規育成の強化と定着化指
導

①本事業の円滑な実施のため現地指
導の強化
②重点県への普及拡大推進の実施
　（鹿児島県等）

消費者への情報提供の促進 ホームページ等の活用による
消費者サイドへの情報発信
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

消費拡大運動等を通じて、消費者との
意見交換を行っていきたい。

安全・安心を心掛けた生産活
動の啓蒙

ポジティブリスト制度の施行を
機に生産現場での安全・安心
感の醸成を図り、消費者の理
解醸成を得る

ドリフトについて、技術情報誌で啓蒙した。 分析に頼らず、システムとして
消費者の理解を得ることが重
要である。

基本に忠実な草づくり普及を地道に取
組、生産性の向上に寄与していきた
い。

さらにコントラ組織の増加が見
込め、適切な運営指導を行う

飼料生産受託システム確立対
策事業の活用による組織育成
を図る

トウモロコシ・牧草の収量性
アップをめざし、土づくりから・
収穫まできめ細かな指導を行
う

生産性のを向上のため、土壌
分析から栽培・収穫までトータ
ルな指導い、収量性はもちろ
ん、自給飼料の有利性を再認
識させる

展示圃場では、土壌分析、施肥設計から
トータルに指導した。また、本会技術情報
誌に土づくりの重要性を掲載した。

技術情報誌の反応は良く、生
産性向上に向けての地道な取
組が行われると予想される。

飼料生産受託システム確立対策事業の取
りまとめを行い、面積で10％強の増加を見
ている。生産組織の設置にむけ、指導・助
言を行った。

今年は、設立・組織化に向けて
のアピールを行ったが、準備不
足で今年度の事業に参加がで
きなかった団体が多く、来年度
に期待する。

引き続き補助事業を活用し、コントラ組
織の育成を図ることとする。

⑦　消費者の
理解醸成

⑤　飼料生産
の外部化・組
織化の推進

⑥　生産性の
向上

①　飼料増産
運動

②　飼料作物
の生産拡大

飼料増産への取組み推進 全国飼料増産行動会議及び
農政局飼料増産行動会議へ
の参加。各ブロック業務会議
を開催し飼料増産を普及推進

飼料作物の生産を普及推進 指定肥料の拡大により収量増
加を図る。収穫された牧草の
成分分析を実施し指定肥料の
有効性をアピールする。

全国飼料増産行動会議及び農政局飼料
増産行動会議への参加。各ブロック業務
会議を開催し飼料増産を普及推進

18年度：3月開催支所長会議を通じて
飼料増産への取組みを推進
19年度：各ブロック業務会議を開催し
飼料増産への取組み推進

指定肥料の利用農家は徐々に増えてい
る。

指定肥料は、各農家の嗜好を
統一できず利用農家の拡大が
不十分であった。

19年度：利用農家が、未利用農家への
指定肥料の有利性をアピールする場を
つくり拡大に努める

うち稲発
酵粗飼料

国産粗飼料増産対策事業計画14.85ｈａ前
年比117％見込み

うちトウモ
ロコシ

不耕起栽培、液肥散布につい
てプレゼンテーションの開催

農家巡回時、不耕起栽培について実施し
たが、堆肥処理の問題から頓挫した。

19年度：コントラなどによる堆肥散布体
制を整えることが不可欠であり、岩手
地区においてコントラ結成などを啓発
する

③　国産稲わ
らの利用拡大

国産稲わらの利用推進 各ブロック業務会議を開催し、
国産粗飼料増産対策事業と
稲わら生産地と需要地区との
広域流通を取組みを推進。

東北地区において新たな受入先を確保し
安定供給に努めた。また、九州地区にお
いて新たに国産粗飼料増産事業に参加60
ｈａ、事業とは別に200ｔを確保

研修先において、コントラとＴＭ
Ｒがセットとなっており、関心が
ＴＭＲに向く結果となった

19年度：ＴＭＲよりも先にコントラ組織す
ることを啓発する。

全国開
拓農業
協同組
合連合
会

⑤　飼料生産
の外部化・組
織化の推進

コントラクターの定着化 前年度実現しなかった地区に
ついて、コントラクターの発足
の啓発活動を行う。

岩手地区の農家を対象に北海道への実
地研修を実施した

複数の受入先を確保したことに
より安定供給ができた。①早め
の引取を求められるので一時
的な保管場所が必要②輸送コ
ストの低減③新規稲わら収集
組合の確保

19年度：保管倉庫の確保と新たな稲わ
ら収集組織に向けた積極的活動
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

・畜産的土地集積利用支援・指導推進
の取組関係者による研修会・講習会を
検討(2月・3月）

①　飼料増産
運動

前年度に引き続き行う

○　全国の都道府県農業公社
の役職員に対し各種会議等を
通じて、飼料増産運動につい
て協力等を要請、協会誌
「ふぁーむらんど」や全国公社
営畜産事業推進協議会広報
誌へ関連連記事の掲載。
○　遊休農地等活用調査の取
り組み、飼料生産技術等利用
に関する研修会・現地検討会
の開催や公社等が関与した優
良事例の掘り起こし、紹介を
実施。また他機関が開催する
放牧サミットや全国コントラク
ター情報連絡会議等に参画す
る。

  都道府県農業公社の機能を
活用した飼料増産等の取組を
推進、支援

①　飼料増産
運動

③　国産稲わ
らの利用拡大

（社）全
国農地
保有合
理化協
会

・本会議活動方針等情報の提供
　5月開催の本会議配付資料を関係公社
に送付し、18年度の行動計画等を伝達し
た。また、会員広報誌を活用して「飼料増
産に係る優良事例の取組」を紹介するなど
の普及啓発を行った。
・「担い手農地活用情報事業」の積極的な
活用
　ホームページにより市町村等のからの情
報提供に努めるとともに、農業会議所との
連携により、情報構築の検討フォローアッ
プ行っている。また、遊休農地の有効活用
を促進するために、「あなたの田舎の農
地、眠っていませんか？」のＰＲポスターを
作成(35,200枚)して、都内地下鉄および近
隣のＪＲ駅の掲示版で、さらに都道府県農
業会議所、地方農政局、都道府県公社、
日本草地畜産種子協会等を通じて関係の
部署に掲示している。

全国畜
産農業
協同組
合連合
会

・同事業の新規実施者等により、会員等を
通じて国産稲わらの飼料供給量が前年比
約2,500ｔ増。

うち稲発
酵粗飼料

うちトウモ
ロコシ

②　飼料作物
の生産拡大

・国産粗飼料増産対策事業の
継続実施、推進
・傘下会員を通じて、稲わらの
収集組合の育成
・既事業実施者の施設の充実
等を推進し、供給拡大を図る

国産稲わらの利用拡大の推
進

同事業の実施者の拡大が課題 引き続き補助事業の推進を中心に、会
員等を通じて広域流通等にも取り組ん
でいく。

・国産粗飼料増産対策事業の
継続実施、推進

飼料用稲の作付け推進 同事業の全国的な拡大を推進し、生産
拡大を図る

・同事業の推進により作付面積対前年度
比14.2ha増

説明会等の実施により事業実
施者は増加したが、今後更なる
利用供給の拡大の推進が課
題。

19年度も引き続き対応する。また、補
助事業を推進し飼料増産を図る。

・全国・地域飼料増産行動会
議等への参画
・自給飼料関係補助事業実施
を推進

・飼料増産行動会議等への参画（全国、東
北、関東、九州）
・国産粗飼料増産対策事業推進のため、7
月から9月にかけて現地で説明会を開催

①　飼料増産
運動

「農地と担い手を守り生かす
運動」に位置づけ推進
遊休農地解消のマスタープラ
ンの策定において畜産的土地
利用における飼料生産を位置
づけ

第6回国産稲わら粗飼料利用
率向上シンポジウムの開催

全国農業新聞で特集企画の
実施と関連記事の随時掲載

全国農業新聞6月23日号で、自給飼料の
増産に向けた取り組みと関連する事業の
ポイントを紹介

国産粗飼料利用向上の研究会を経営者
研究大会に合わせて開催(参加者：80名）

全国農
業会議
所

まだごく一部の試験的な試みに
とどまっている。

取り組み事例の一層の把握とその内
容について全国農業新聞等で紹介

④　放牧の推
進

「農地と担い手を守り生かす
運動」に位置づけ推進

遊休農地解消の一環として放
牧の実施

10月13日号で放牧サミットの内容を紹介
羊や和牛の放牧に取り組んだ農業委員会
が生まれている

生産者の関心が高まった 運動の実績について全国的な把握
最終年度を迎える「農地と担い手を守
り活かす運動」に位置づけ推進
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

2月15－16日に都内において行われる
実証調査の最終成績検討会におい
て、今後の対応等について検討する
が、次年度も引き続き耕畜連携に視野
においた実証調査を継続する予定。

同　　上

全国レベルでの情報交換会は意義が
あるので、来年度も継続して実施した
い。

部署 掲 る。
・畜産的土地集積利用支援・指導推進の
取組
　指定助成事業による受託調査を実施し、
畜産的に農用地を集積させるための検討
会(12月・1月）の開催と支援マニュアル等
の作成作業を進めている。また、マニュア
ルの作成に必要となる実態調査を44道府
県農業公社を通じて行っている(現在とりま
とめ作業中）。
・都道府県農業公社に対する現地研修会
の開催
　国および関係道県農業公社の参加をえ
て、飼料増産に向けた自給飼料施策や取
組事例の紹介等を内容とする畜産技術者
の現地研修会を実施（青森県下10月）

細断型ロー
ルベイラを
利用しての
牧草類の収
集調製実証
も実施（群
馬県前橋
市）。

うち稲発
酵粗飼料

10月上旬に、畜産農家、市町、JA等関係
機関を対象に飼料イネの収穫実演、利用
についての現地検討を実施。

②　飼料作物
の生産拡大

実証調査研究事業において
技術普及の定着を図る。

同　　上耕畜連携を含め、地域課題に
対応した飼料イネ増産に係わ
る実証調査を実施する。

耕種農家の飼料イネへの認識
が高くなってきた。西南暖地で
は、冬作飼料ができるので、実
証システムの通年利用を考え
るきっかけとなった。

機械化体系の導入により、作業
の改善が図られるため、従来
の体系と新体系の組み合わせ
で良質なサイレージの通年給
与が可能であることがわかっ
た。

飼料増産に係わる意識を普及
組織等にＰＲする。

畜産草地研究所と共同開催
により飼料イネに係わる情報
交換会を指導者や研究者向
けに開催する。

3月12－13日にさいたま市において、講演
や事例報告等からなる平成18年度飼料イ
ネの研究と普及に関する情報交換会を開
催する予定。

まだ開催されていないため、評
価できない。

耕畜連携による自給用飼料作
物の効率的な栽培技術と供給
システムに関する実証を実
施。

飼料イネの面積拡大が難しい
ところで、多収穫栽培体系の
方法を検討。飼料イネの省力
化栽培と利用方法を実証（愛
媛県西予市）。

粗飼料の利用性が高い特産
の短角種肥育牛に給与し、飼
料自給率の高い優良肉牛の
生産を実証（岩手県岩泉町）

生産コストや作業の省力化、効率化を検
討。地域の関係者や生産者を対象（25名
参加）とした現地実演検討会を実施し、細
断型ロールベイラによる作業の技術普及
に向けた検討を実施した。

多頭化飼育による大規模化
で、粗飼料の生産が難しくなっ
てきている背景の下、粗飼料
として稲わらの収集を検討す
る。

従来、圃場にすき混まれてい
たわらを耕種再度が収集。畜
産サイドに供給するシステム
について実証する（島根県益
田市）。

9月下旬に、稲わら収集の現地実証を検討
会と兼ねて実施。県内集落営農組織やコ
ントラクタ、JA,市町村など関係機関を中心
に約60名ほど集まる。

わらの給与はまだされていない
が、ロール納入時の畜産農家
の評価は高い。本取り組みで
一定の普及成果が認められ
た。今後、収集運搬機械の確
保と収集オペの確保が課題。

同　　上

（社）全
国農業
改良普
及支援
協会

⑧　その他

③　国産稲わ
らの利用拡大

うちトウモ
ロコシ
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

（社）全
国肉用
牛振興
基金協
会

○評価：放牧推進関連事業に
取組む道府県の生産集団等が
着実に定着・増加
○課題：肉用牛放牧の定着と
取組み地域・生産集団等の拡
大

18年度：肉用牛増頭戦略会議開催等
を通じた放牧推進啓発活動への支援
19年度：肉用牛の放牧推進（生産集団
及び取組み地域の拡大等）を図るた
め、19年度全国増頭会議等において
周知予定

④　放牧の推
進

地域肉用牛振興対策事業の
着実な実施を通じた放牧推進
の継続的実施。

①遊休農地を利活用した放牧
推進対策（電気牧柵、簡易給
水施設等）への取組み
②地方特定品種の品種特性
を活かした放牧推進対策（牧
柵設置・修理、放牧地の維持
管理等）への取組み
③農政局単位の肉用牛増頭
戦略会議開催に関する助成を
通じた放牧推進への取組み

①全国12道県で、果樹園転換地の放牧地
化や水田放牧のための電気牧柵、簡易
シェルター、給水施設等を整備
②地方特定品種対策による放牧推進への
取組みは、全国8道県83集団が実施
③農政局単位で実施している肉用牛増頭
戦略会議において、放牧技術の紹介・展
示、優良事例報告、現地研修を実施

１．優良畜産経営管理技術発表会
　平成18年11月に自給飼料関係の事
例を含む標記発表会を実施。
２．畜産大賞表彰事業
　平成19年2月に自給飼料関係の事例
を含む標記表彰を実施。

18年度実績取りまとめを行い、
それに基づき課題等を整理す
る。

・本会議等の活動方針を地方
会員に送付するとともに、地
域関係者に普及啓発を要請。
・関連資料を作成するととも
に、関連会議の開催の都度、
関係資料、決定事項等を送付
し、地方会員の地域活動の参
考に資する。
・本会の主要会議で関係資料
の提供等を行い、地域での協
力を要請。

１．中央の活動方針等情報の提供
　中央団体（全農）により作成された飼料
増産関係のパンフレットその他の資料を地
方会員に伝達し、地方での普及啓発の協
力を依頼。
２．中央畜産会広報誌「畜産コンサルタン
ト」の特集等
　同誌の平成18年8月号において「第10回
全国草地畜産コンクール表彰・発表会が
開催される」としてトピックス記事を掲載。
また、同誌の9月号において、「未利用地
への肉用牛放牧研修会開催される」として
トピックス記事を掲載。

・補助事業の活用
　補助事業（低コスト肉用牛生産特別事業
及び新規参入円滑化対策事業）の採択に
当たり、飼料自給率の高い経営体を含む
地区を優先採択。それぞれ8地区、41地区
について事業採択し、当該採択地区にお
いて事業を実施中。

農畜産業振興機構の補助を
受けて18年度より酪農飼料基
盤拡大推進事業を実施。4月
14日には事業説明会を開催
し、事業の周知・徹底を図っ
た。

農畜産業振興機構の補助を受けて18年度
より酪農飼料基盤拡大推進事業を実施。4
月14日には事業説明会を開催し、事業の
周知・徹底を図った。

（社）中
央畜産
会

　補助事業の活用にあたり、
特に繁殖経営において可能な
限り自給飼料、国産稲わらの
利用に取組む。

引続き、飼料増産に重点を置
いた補助事業を推進する。

②　飼料作物
の生産拡大

①　飼料増産
運動

畜産関係団体等に対し、飼料
増産に向けての行動等につい
て周知徹底する。

（社）中
央酪農
会議

19年度：18年度と同様に計画通り取り
組む予定。

②　飼料作物
の生産拡大

事業参加要件に経産牛1頭当
たり飼料作付け面積の基準を
設けることで飼料作付面積の
拡大を推進。

事業参加要件に経産牛1頭当たり飼料作
付け面積の基準を設けることで飼料作付
面積の拡大を推進。

①　飼料増産
運動

放牧の推進を新たに補助金
交付の要件（メニュー）として
追加。

放牧の推進を新たに補助金交付の要件
（メニュー）として追加。加算部分の取り組
み要件として計画段階で多く選択された。

④　放牧の推
進

うち稲発
酵粗飼料

うちトウモ
ロコシ
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

（社）日
本草地
畜産種
子協会

①　飼料増産
運動

⑧　その他 地域肉用牛振興対策事業に
よる中央研修会において、自
給飼料の増産、放牧推進に関
する講義内容及び事例等の
紹介・情報提供を実施。また、
機関誌でこれらに関する優良
事例等を継続して紹介。

粗飼料増産・低コスト生産技
術、放牧技術や放牧の優位性
等を内容とする研修会を都道
府県、農協、畜産関係団体の
職員を対象として、全国3箇所
で開催

○中央研修会の開催状況
・北海道会場：6／12～16  受講生22名
・島根県会場：7／3～7　　受講生47名
・福島県会場：8／7～11　受講生30名
○協会機関誌「ビーフキャトル」で肉用牛
増頭と粗飼料増産に関する事例紹介や啓
発記事を継続掲載

○評価：粗飼料増産、放牧推進
の重要性認識の醸成
○課題：中央研修会等を通じた
事例・情報の継続的な提供

19年度：中央研修会等において、肉用
牛の増頭及び粗飼料増産の重要性等
について継続して実施

⑤　飼料生産
の外部化・組
織化の推進

地域肉用牛振興対策事業の
着実な実施を通じた飼料生産
の外部化支援の継続的実施。

肉用牛ヘルパーの組織化等
について、全国増頭会議、農
政局単位増頭会議及び現地
調査等の機会に周知

①全国25道府県129組合が肉用牛ヘル
パー組合を組織、活動中
②このうち約3割が粗飼料収穫・調製の取
組みを実施
③農政局単位の増頭戦略会議に講師派
遣し、組織の役割や重要性等について周
知

○評価：肉用牛ヘルパー組合
組織化による飼料生産の外部
化が定着
○課題：肉用牛ヘルパー組織
化の拡大と既組織組合の飼料
生産活動取組みの拡大

18年度：関連事業の着実な実施
19年度：19年度全国増頭会議等にお
いて組織化拡大等について周知予定

・全国飼料増産行動会議の開
催
　飼料増産に係る平成18年度
の行動計画の検討及び取組
みの検証等を行う。
・地方農政局飼料増産協議会
等との共催による飼料増産会
議の開催
　地域別の行動計画の策定及
び運動の検証等を行う。
・飼料増産に関する新聞広告
の掲載
　増産運動に関する啓発記事
を掲載する。
・「飼料増産ホットニュース」の
発行
　従来どおり月１回の発行を
目標とし、当協会のホーム
ページにも掲載する。
・情報誌「グラス＆シード」3回
発行

・協会ホームページの充実
　飼料増産に係る各種調査結
果、情報を随時当協会ホーム
ページへ掲載する。

　全国飼料増産行動会議の平
成18年度行動計画及び、昨年
度の取組みの検証を踏まえ
て、引き続き関係機関等と連
携し、積極的な飼料増産運動
を展開する。

・全国飼料増産行動会議の開催
　5月16日、10月27日に幹事会、5月19日
に本会議を開催した。

・地方農政局飼料増産協議会等との共催
による飼料増産会議の開催又は出席
　東北(7回)、関東(8回)、北陸(5回)、東海(4
回)、近畿(5回)、中国四国(4回)、九州(6
回)、沖縄(2回)
・飼料増産に関する新聞広告の掲載
　7月27日、日本農業新聞に「飼料用稲わ
ら完全自給を目指して」を掲載した。

　第16号（18.4.15）～第25号（19.1.15）まで
発行した。なお、当協会のホームページに
も掲載した。

　第17号～第19号を発行した：4月に「公共
牧場の活性化を考える」、10月に「稲わら
特集号」、平成19年１月に「いねWCSの推
進」を発行した。
　随時アップデートを行った。

　計画通り実施

　増産運動の取組みは、地方
農政局の地域特性に応じて実
施しているが、地域間の温度差
がある。

　計画通り実施

　計画通り実施

　計画通り実施

　計画通り実施

18年度：２月５日幹事会；２月８日本会
議の開催
19年度：本会議、幹事会を開催予定

18年度：各農政局等で開催
19年度：各農政局等で開催予定

18年度：年度末に掲載する。
19年度：必要な広報記事を掲載予定

　重点地区等の情報提供をお願いした
い。

19年度：引き続き飼料増産の特集号を
発行する予定

18年度：随時アップデートを行う。
19年度：随時アップデートを行う。
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

　9品種35トンを配布した。 18年度：3月から33.4tの配布を行う。
　平成19年播種用として8品種33.4トンを増
殖した。

19年度：需要に見合った増殖を行う予
定

・飼料用稲栽培普及パンフ
レットの作成・配布
　行政機関、農協等の他コント
ラクターへ配布する。

18年度：2万部を印刷、行政機関、普及
指導機関、農協等へ配布する。
19年度：作成・配布を行う予定

・ホールクロップ用稲の農薬残
留調査

　計画通り実施

　各種会議及び地方農政局増
産協議会等において、国産稲
わらの利用拡大に関する啓発
を行う。

・飼料増産パンフレット等で稲
わら確保対策の啓発を行う。

・グラス＆シード（10月発刊）で稲わらの飼
料利用推進の特集

　計画通り実施

・「第6回放牧サミット」の開催 ・「第6回放牧サミット」の開催 　計画通り実施
　「第6回放牧サミット」を9月28・29日に熊
本県下で開催し、380名が参加した。

19年度：秋期に実施する予定

・放牧酪農推進検討会の開催 ・放牧酪農推進検討会の開催 　計画通り実施
　9月14・15日北海道猿払村で本検討会を
開催した（約130人参加）。講演者5人・シン
ポジウム、現地研修の実施により放牧の
効果、課題と展開方向について取り纏め
た報告書を作成し関係機関等に配布し

19年度：北海道で実施する予定

中央検討委員会の開催 　計画通り実施
　 6月15日、8月2日、11月29日の3回開催
し、放牧畜産の生産基準の(案）等を検討
した。また、北海道、青森、熊本において
地方の放牧畜産の生産基準の検討を行っ
た。

18年度：2月に開催する中央検討委員
会において放牧畜産の生産基準（案）
を策定するとともに、総合支援プログラ
ムを作成する。
19年度：放牧畜産物の生産基準を策
定する予定。

　計画通り実施
19年度：展示牧場、研修牧場の指定要
件を検討する予定。

③　国産稲わ
らの利用拡大

④　放牧の推
進

「第6回放牧サミット」の開催、
持続型草地畜産総合支援プ
ログラムの作成、持続型草地
畜産牧場の展示・研修、電気
牧柵設置、薬品費、種子代の
助成を行う他、新たに低未利
用地への導入に適した牧草の
品種選定・利用技術の開発、
放牧技術の現地指導等を行
い、耕作放棄地等における放
牧推進に取り組む。

　飼料用稲種子の増殖・配
布、パンフレットの作成・配布
稲WCS用稲の農薬残留調査
を行う。また、飼料用稲種子の
利用の普及啓発については、
コントラクター等の大口需要者
へ直接PRを行う等、強化に努
めるとともに需要に見合った
種子増殖を行い、耕畜連携を
推進する。

②　飼料作物
の生産拡大

　一部に発芽不良がみられた
が、概ね計画通り実施。

うち稲発
酵粗飼料

・飼料用専用稲種子の増殖配
布
　新たに育成された1品種を含
め9品種、33tの増殖を行う。

　除草剤12、殺虫剤16、殺菌剤8、混合剤
17延べ53成分についてWCS内残留調査
のためのサンプルを分析機関に送付し
た。デ-タがあることが判明した１成分を除
く4成分の乳汁残留調査の試験を実施し
た。

　殺菌・殺虫剤・除草剤48成分
のWCS内残留調査を行うとと
もに5成分については乳汁残
留調査を行う。

18年度：3月上旬までにWCS内農薬残
留分析、乳汁内農薬残留調査を終了
し、農薬登録用データをメーカーに提
供し、メーカーが農薬登録を行う。
19年度：18年度に実施できなかった農
薬についての稲WCS及び乳汁内の農
薬残留試験を実施するとともに、直播
及び無人ヘリでの登録が可能となるよ
う試験を行う予定。

・持続型草地畜産総合支援プ
ログラムの作成

・持続型草地畜産牧場の展示
及び技術習得のための研修
の実施

　新規展示牧場として2牧場を指定し全体
で指定牧場が45となった。また研修生を10
名受け入れ放牧経営後継者の養成等を
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

・放牧酪農グループの組織化
18年度：北海道内放牧酪農ネットワー
ク協議会の設立準備
　北海道放牧ネットワーク協議会の設
立に向けて準備を進める。
19年度：全国放牧ネットワークの設立
について検討する。

・補助事業の実施 　計画通り実施
　15道県に補助金101,627千円交付決定。 19年度：引き続き実施予定

・放牧技術の現地指導 ・放牧技術の現地指導 　計画通り実施
　現地指導の対象として公共
牧場における集約放牧技術を
追加する。

　40地域(1,675名)において放牧技術の現
地指導を行った。

　全国的に放牧技術が浸透し
始めた。現地指導時期が夏期
に集中。

18年度：3回140名に対し指導を行う。
19年度：現地の要請に応じて対応す
る。

・放牧指導者養成研修の開催 ・乳用牛の集約放牧技術検討会を開催 　計画通り実施。
　10月13日に札幌市において講義、実技
を伴う搾乳牛の放牧技術検討会（42名の
参加）を開催した。

19年度：集約放牧技術の普及のため
北海道での開催を計画

・放牧指導者（肉用牛）養成研修の開催 　計画通り実施。
　10月23・24日に(独)家畜改良ｾﾝﾀｰ中央
畜産研修所にて45名が参加して放牧伝道
師養成講座を開催した。

　養成講座アンケート調査で
は、継続実施の意向が強い。

19年度：引き続き実施する。また、牧柵
設置のDVDを作成する予定。

　計画通り実施
　春から秋にかけての造成地の被度・植生
調査等を行うとともに、9月11日は福島県
浪江町、12日は那須塩原市で現地検討会
を実施した。（参加人員延べ145名）また9
月28日に熊本県大津町で現地検討会を実
施した。

18年度：３月上旬に熊本県の大津町で
現地検討会を開催するとともに、３月7
日に平成18年度の全体検討会を実施
する。
19年度：被度調査等を継続するととも
に熊本県菊水町、栃木県塩谷町で現
地検討会を実施する予定。

　計画通り実施
　6月6日に支援システム開発整備のため
の中央委員会を開催、6月8日（帯広）と6
月27日（阿蘇）に事業推進のための検討
会を開催した。12月20日熊本市において
本年度の調査の結果等について検討を

18年度：2月19日（札幌市）において本
年度の調査結果の検討会を開催す
る。
19年度：引き続き調査を行うとともに、
報告書をとりまとめる予定。

　家畜改良センター長野牧場において増
殖した。

　採種量不足のため、海外にお
ける試験増殖は行えなかった。

19年度：引き続き増殖を実施予定

・低未利用地への導入牧草品
種の選定・利用等の技術開発
　福島県、栃木県、山口県、熊
本県下に試験地を設けて調査
を行う。

・GISを活用した草地畜産・管
理システム及び放牧利用促進
支援システムの開発整備

・種子造成用シバ品種「たね
ぞう」の海外における試験増
殖を開始

・牧柵等の放牧施設及び放牧
家畜衛生対策への助成
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

・全国コントラクター情報連絡
会議の開催（3月）
　コントラクターの設立手法。
発展の過程等について事例
発表及びパネルディスカッショ
ンを行う。

18年度：３月16日に全国コントラクター
情報連絡会議を開催する。

・コントラクター利用の有利性
実態調査

コントラクター利用の有利性実態調査

　都府県3地域を対象に調査、
内地3地域を対象にとうもろこ
しサイレージ、稲WCS等のコス
ト算定を行う。

18年度：2月下旬から3月上旬に北海
道、青森、茨城で実施する。
19年度：引き続き実態調査を実施する
予定。

・コントラクターの事例調査 コントラクターの事例調査
　コントラクターが地域農業、
地域経済に及ぼしている効果
を事例的に調査する。

18年度：コントラクターが地域農業、地
域経済に及ぼしている効果を事例的に
調査するとともにコントラクターの優良
事例について啓発用ビデオを作成す
る。
19年度：引き続き事例調査を実施する

・コントラクター養成研修会の開催 　計画通り実施
　コントラクター組織の農業法人化のため
の研修を12月11～12日、札幌において
106名が参加して開催した。

　養成講座アンケート調査で
は、継続実施の意向が強い。

19年度：九州地域で開催予定

　計画通り実施
　6月6日に支援システム開発のための中
央委員会を開催、6月9日（鹿追町）と6月
28日（菊池市）に事業推進のための検討
会を開催した。12月20日熊本市において
本年度の調査の結果等について検討を

18年度：2月19日（札幌市）において本
年度の調査結果の検討会を開催す
る。
19年度：引き続き調査を実施するととも
に報告書を作成する予定。

　（独）家畜改良センターが加入(7月) 19年度：引き続き加入促進に努めるこ
ととするが、全国コントラクター協議会
にTMR組織を加えることを検討する。

　計画通り実施
　公共牧場における集約放牧技術、経営
改善方策を習得するための研修会を次の
とおりで開催した。
　10月11．12日　西部ブロック（鳥取県下）
　10月30．31日　中部ブロック（栃木県下）
　11月27．28日　東北ブロック（秋田県下）

18年度：2月6.7日　北海道ブロック（札
幌市）研修会を開催する。
19年度：ブロック毎に開催予定。

　計画通り実施
　6月5日に東京において、公共牧場再編
整備支援方策等を検討する中央検討委員
会を開催した。
大規模農家に対して公共牧場の利用実態
等についてアンケート調査を実施した。

18年度：3月上旬地方等で調査検討し
た結果等を踏まえた再編整備推進方
策検討会を開催する。
19年度：引き続き検討会等を開催予定

⑤　飼料生産
の外部化・組
織化の推進

・コントラクター養成研修会の
開催

　全国コントラクター情報連絡
会議の開催、コントラクター実
態調査、GISを活用したコント
ラクター支援システムの整備
を行う他新たにコントラクター
の事例調査を行う等、コントラ
クター組織の拡充に取り組
む。
　また、公共牧場の利用率の
向上を図るための、公共牧場
の実態調査を行うとともに、新
たに公共牧場再編整備マニュ
アル作成の検討及び公共牧
場活性化のための経営管理
技術の研修会等を開催する。

・GISを活用したコントラクター
活動支援システムの開発整備

・コントラクター全国協議会へ
の加入促進及び各府県にお
けるコントラクター地方協議会
の組織化
・公共牧場管理運営者研修会
の開催

・公共牧場再編のための検討
会の開催
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

　計画通り実施
　6月5日開催の中央委員会と併せてマ
ニュアルの編序構成等について検討を行
い、マニュアルの作成資料として再編整備
の事例調査を行った。

18年度：事例調査のとりまとめを行う。

・公共牧場実態調査の実施 　計画通り実施
　5月20日から全国の公共牧場を対象に
経営の実態等調査を開始した。

18年度：3月中に調査結果の集計分析
を行う。
19年度：引き続き集計分析を行う予

・「全国草地畜産コンクール」
表彰式の開催

・「第10回全国草地畜産コンクール」表彰
式の開催

　計画通り実施

　6月30日（金）東京都下　　発
明会館

　6月30日（金）東京都下発明会館で開催
した。

　 18年度：3月に書類審査会を開催す
る。

　農林水産大臣賞1点、生産局長賞3点、
協会会長賞5点の表彰を行った。
　12月4日に「第11回全国草地畜産コン
クール」出品財の募集を開始した。

19年度：現地調査を実施するとともに
表彰出品財を決定し、表彰式を行う予
定。

・草地更新への助成 ・草地更新への助成 　概ね計画通り実施
7,320ha分を計画している。 　6,959ha分335,394千円交付した。 19年度：引き続き実施する予定
・飼料作物品種ナショナルリス
トの作成
　近畿以南のとうもろこしにつ
いて作成する。

18年度：2月に検討委員会を開催し、作
成する。
19年度：とうもろこし東北版について作
成する予定。

18年度：主要な公的育成品種につい
て、年度内を目途に作成する。

・優良品種の実証展示
　北海道でとうもろこし「おおぞら」、「きたち
から」を十勝、後志地域で計3ケ所実証展
示した。九州２ケ所でローズグラス「アサツ
ユ」について優良品種PRのための実証展
示をした。

19年度：新品種の栽培普及のためトウ
モロコシ、ギニアグラスの実証展示を
行う予定。

・飼料作物栽培利用技術促進
研修会の開催

18年度：2月6・7日北海道ブロック公共
牧場利用体制整備推進等研修会で
「優良牧草種子の普及促進」に関する
研修会を実施する。
19年度：18年度と同様の方法で開催予
定

・草地管理指標の改訂 　計画通り実施
　草地の土壌管理及び施肥編
についての改訂を完成させ
る。

　8月30日に第1回草地管理指標改訂検討
委員会を開催した。
　草地管理指標改訂検討委員会を12月25
日に開催し、改訂内容を検討した。

18年度：最終報告書を作成する。
19年度：草地の管理作業又は草地の
公益的機能について改訂を行う方向で
検討中。

⑥　生産性の
向上

・公共牧場再編整備マニュア
ルの作成検討

・飼料作物優良品種PRのため
の資料作成

　計画通り実施し、新品種のPR
に活用された。

草地畜産コンクールの開催、
草地更新への助成、優良品種
の実証展示、品種ナショナル
リストの作成、飼料作物の海
外契約採種、飼料作物種子の
検査等を実施し、飼料作物の
生産性向上に努める。
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

　計画通り実施
　9月5日、12月21日に計画調査・事業効
果部会、9月26日、12月14日に基本施設
部会、11月6日に利用施設部会を開催し
た。

18年度：2月に各部会の調整会議を開
催し、報告書を作成する。
19年度：事業効果の算定手法につい
ての検討を行う方向で検討中。

・飼料作物優良品種の海外契
約採種

・飼料作物優良品種の海外契約採種 飼料作物優良品種の海外契約採種

　13草種32品種854tを増殖
し、17草種45品種772tの販売
をするとともに、383tの種子を
備蓄する。

　現在の生産状況から、海外増殖種子は
13草種30品種637ｔ生産される見込み。そ
の内、これまでに3草種7品種160ｔ（全体の
25％）を輸入した。

　昨年3月、日本の輸入植物検
疫規則改定により、海外産地に
おける種子精選作業工程で、
土の除去に相当時間と追加精
選費用が従来より多く要してい
る。このため、相場の動きとは
別に、今後の新規契約は単価
アップが避けられなくなった。

18年度：残りの生産種子を輸入後、販
売予定である16草種44品種625ｔの一
部種子（春播き用）を販売するととも
に、395ｔの種子を備蓄する予定。
19年度：残りの販売予定種子を販売す
るとともに、19年度海外採種事業計画
を作成し、海外契約採種を行う予定。

・飼料作物種子検査の実施
　24草種2,275tの種子検査を
行う。

　24草種、1283トンの種子検査を実施し
た。

18年度：992tの種子検査を行う。
19年度：概ね2,300tの種子検査を行う
予定

　計画通り実施
　イタリアンライグラス及びとうもろこしの
DNAマーカーの開発を行うとともにこれを
活用した選抜を実施し、イタリアンライグラ
ス及びシバの品種識別のためのDNAマー
カーを開発した。

18年度：種苗登録出願及び特許出願、
報告書の作成を行う。

・飼料作物の品種比較試験
　3草種45品種について実施
する。

　北海道立農業試験場等で３草種45品種
について実施した。

　牧草、とうもろこしで計４品種
が優良品種認定見込み。

19年度：3草種28品種を実施予定。

・飼料作物の新需要対応品種
調査

　計画通り実施

　新たに導入したソルガム20
品種の実用性を調査する。

　イタリアンライグラス、ガレガ及びソルガ
ム品種の実用性について調査し、結果を
取りまとめた。

19年度：新しい需要について品種開発
の検討を行う予定。

　計画通り実施
　中国、遼寧省で５系統を増殖した。 18年度：5系統、100kgの種子備蓄を実

施する。
19年度：新たな系統について増殖、備
蓄を行う予定。

　10月25日～27日北海道地域、10月31日
～11月2日東北地域、11月8日～10日関東
地域、11月15日～17日中部近畿地域、11
月20日～22日中国四国地域、11月29日～
12月1日九州地域のサポーター養成研修
を実施した。

18年度：サポーター養成研修テキスト
（改訂版）を作成する。
19年度：ブロック毎にサポーター養成
研修を実施する予定。

⑦　消費者の
理解醸成

・DNAマーカーを利用した飼料
作物の選抜技術の開発及び
品種改良

・草地開発整備事業計画設計
基準改訂の検討
　改訂を完成させる。

・国内育成青刈りとうもろこし
親系統種子の海外増殖備蓄
　５系統の増殖備蓄を実施す
る。

　ふれあい牧場の受入体制の
強化のための支援、「消費者
の部屋」等での展示、放牧畜
産物の機能性成分の普及啓
発、とうもろこし種子のスター
リンク等遺伝子組換種子の混
入検査等草地畜産の良さを消
費者に理解してもらう取組み
を行う。

・ふれあい牧場の受入体制の
強化
　ふれあい牧場サポーターの
養成、実務者、管理者の研修
会等を開催するとともに研修
会テキストを作成する。
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

　「うしさんのはなし」（乳用牛編）3万部を
増刷し、配布した。

18年度：「うしさんのはなし」（肉用牛
編）を作成する。
19年度：豚、鶏について児童向け教材
の作成を行う予定。

・放牧畜産物が持つ機能性成
分の普及啓発

・機能性成分の分析、情報の普及啓発

　フードフェアー等へ放牧畜産
物を展示すること等を通じ放
牧畜産物が持つ機能性成分
について普及啓発を行う。

　展示牧場等生産の牛乳、乳製品、牛肉
を分析中、結果の出た一部を北海道猿払
村で開催した放牧酪農推進検討会で公表
した。

18年度：総合支援プログラム作成事業
の一環として報告書を作成する。
19年度：放牧畜産物の基準等につい
て消費者のアンケート調査を行う予

　川崎での畜産フードフェアー、札幌の消
費者祭りに放牧牛乳、チーズ展示。試飲
等でアンケートを実施した。

　計画通り実施

　4月29・30日「みどりの感謝祭」「森林の
市」に出展した。
　8月23・24日「子ども霞が関見学デー」農
林水産省イベントに出展した。

18年度：3月に「消費者の部屋」で「ふ
れあい牧場」の展示を行う。
19年度：18年度と同様の取組みを行う
予定。

・草地の地球温暖化防止機能
調査の実施
　草地における炭素循環モデ
ルの構築を行う。
・環境調和型草地開発整備手
法確立調査の実施
　牧草地等からの窒素流失等
の実態を解明する。
・環境に配慮した草地管理に
係る調査事業

　計画通り実施

　草地におけるＣＯ２等の地球
温暖化ガスの収支を測定し報
告書を取りまとめる。

・パーラー排水処理施設の調
査の実施

　北海道浜中町、熊本県菊池地域、千葉
県南房総地域で現地調査を行うとともに各
地域においてアンケート調査（計80戸）を
実施した。

　計画通り実施 18年度：実態調査、アンケート調査結
果をとりまとめるとともに施設整備指針
のあり方等今後の対応方針を検討す
る。
19年度：パーラー排水等の効率的な処

・スターリンク等遺伝子組換種
子の混入検査

　計画通り実施

　検査対象遺伝子にBｔ10を追
加する。

　平成18年度播種用として、デントコーン
167検体を検査した。

18年度：平成19年度播種用として、163
検体の検査依頼の予約のうち29検体
の検査を実施し、残りは1月～４月頃ま
でに順次検査を実施する。
19年度：引き続き実施する予定。

・「みどりの感謝祭」、「消費者
の部屋」等で「ふれあい牧場」
の展示

　北海道大学静内研究牧場で現地検討会
を開催した。
　環境保全調査作業検討委員会を開催
し、本年度の測定結果及び最終報告書素
案について検討した。

18年度：環境保全推進委員会及び調
査作業検討委員会を開催し、最終報
告書の内容を検討すると共に、成果に
ついて本推進委員会で評価を行う。

・ふれあい牧場での体験学習
についての児童向け教材の作
成・配布
　肉用牛編等について教材の
作成を行う。
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

（独）畜
産草地
研究所

うち稲発
酵粗飼料

①　飼料増産
運動

１．①品種選定から給与技術の講師２名
派遣（10月3日、受講者32名）。
②「飼料給与設計技術とＴＭＲ利用技術の
高度化」は２１名の受講者を対象に9月6-8
日、つくばでの講習、現地視察、那須での
講習を実施した。「稲発酵粗飼料の収穫調
製・給与技術の高度化」は、9名の受講者
を対象に10月11-13日、那須で実施した。
③地域飼料増産行動会議および研修会
（関東農政局4回、北陸農政局2回、近畿
農政局1回、生活技術研修館1回）、茨城
県牛久利水連合研修会（6月30日）に講師
派遣。
２．①研究推進会議（7月6－7日、約200
名）、現地検討会（各系毎に実施および予
定）を実施した。
②兵庫県淡路地区出前研修会（8月7－8
日、約50名）、愛媛県出前研修会（8月21-
23日、約30名）を実施した。
③アジア大洋州畜産学会（ＡＡＡＰ）が韓国
（釜山市）で開催されたことに併せて、9月
19日、飼料イネに関するサテライト・セッ
ションを韓国畜産研究所と共催で開催し
た。230名の参加者（日本から延べ21名）
を得て、日本から7課題、韓国から4課題、
中国から2課題が報告された。これらは日
本と韓国で若干のタイムラグはあるもの
の、普及活動と同時並行的に進展してい
る飼料イネ研究・技術開発の促進に寄与
するものである。
３．飼料イネの研究・普及に関する情報交
換会の開催
　今年度は平成19年3月12～13日、「稲発
酵粗飼料の高品質化とブランド畜産物の
創出に向けて」と題してさいたま新都心合
同庁舎にて関東農政局及び（社）全国農
業改良普及支援協会と共催で開催する。

１．①次年度以降も飼料イネ関係の研
究会、情報交換会を主催する。
②農水省委託プロジェクト「エサプロ」
研究を推進する。
③飼料イネセミナーを韓国畜産研究所
と共催で実施する。
④引き続き飼料イネの出前研修会を
実施する。
２．農林水産省による研修会(高度先
進技術研修)等の実施
３．引き続き周辺農家で実証試験を行
う。

2月5日の幹事会、2月8日の本会議に
参加予定。

１．飼料イネの情報交換会な
どは18年度も実施予定
２．飼料イネ革新的技術の研
究及び普及活動
①ポスト・ブラニチ・プロジェク
ト研究の推進
　②引き続き飼料イネ関係出
前研修会、研究会の実施
　③飼料イネ国際シンポジウ
ムの実施
３．農林水産省主催の各種研
修会等の実施及び講師派遣
等

マーカー選抜により順調に世代
が進んでおり、複数の関与遺伝
子をホモに持つ自殖個体が今
年度中に得られ、最初の段階
目標が達成される。

ホモ系統を増殖して、他研究所や民間
に分譲すると共にF1の採種を行い実
用性の検討に着手する。

行政・研究連絡会議、日本草地
畜産種子協会との情報交換等
により飼料増産運動に関する
連携を図っている。

「全国飼料増産行動会議」本
会議·幹事会等への参加

②　飼料作物
の生産拡大

耐湿性トウモロコシの品種開
発に着手する

テオシントの耐湿性のメカニズ
ムを解明し改良素材として供
試する

テオシントの不定根形成能導入トウモロコ
シが耐湿性に優れることをポット試験と圃
場試験により確認した。

評価：飼料イネについての認識
は、「飼料だって安全安心」と
いった国産物への関心の高ま
りもあり、利用する畜産側にも
消費者にも浸透してきている。
課題：より利用を拡大するため
には、獣医師との連携と理解を
促進する必要がある。

１．飼料イネの研究・普及に関
する情報交換会の開催
２．①「粗飼料多給による日本
型家畜飼養技術の開発」研究
の推進
②飼料イネ出前研修会の実
施
③アジア大洋州畜産学会（9
月・韓国釜山）で飼料イネに関
するサテライトシンポジウムの
実施
３．①中央畜産技術研修会等
への講師派遣
②革新的農業技術習得研修
「稲発酵粗飼料の収穫調製・
給与技術の高度化」,「飼料給
与設計技術とＴＭＲ利用技術
の高度化」を開催
③プロジェクト研修「水田転作
地におけるロールベーラを用
いた飼料イネの普及」の実施

5月16日の幹事会、5月19日の本会議に参
加。
10月27日の幹事会に参加。
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

関東東海北陸試験研究推進会議畜産
草地部会で北陸地域における課題とし
て検討する。

④　放牧の推
進

１．従来通り「水田里山放牧推
進協議会」の活動を継続す
る。
２．生産現場での研究におい
て、放牧導入のための問題解
決と導入効果の検証を継続す
る。
３．放牧の持つ多面的な機能
を評価し、放牧普及を支援す
る。
４．耕作放棄地を対象とした小
規模移動放牧の普及を支援
するとともに、その利用場面の
拡大を図るための技術開発を
進める。
５．新組織においてもチームと
して技術の改良と普及に取り
組む。

１．情報の交換、現地検討会、
技術情報交換会等を計画し、
水田里山放牧の推進に繋げ
る。
２．生産者と連携した生産現
場での研究の中で、問題解決
と導入の影響評価を行う。
３．放牧が低投入高生産方式
の技術であること、生物多様
性保全機能を有することを具
体的データをもとに科学的に
示していく。
４．中山間地域における肉用
牛放牧の普及を図るために、
農家、自治体、ＪＡ及び農政局
が行う小規模移動放牧に係わ
る技術支援（放牧施設の設置
や放牧草地の管理・利用技術
等）の要請に積極的に対応す
るとともに、高齢者の就業の
場としての評価を進める。
５．小規模移動放牧による耕
作放棄地放牧の拡大を図るた
めに、肥育素牛の放牧育成技
術及び冬季放牧技術の開発
を促進する。

１．情報交換　①水田里山放牧推進協議
会第9回情報交換会（6/9）を畜草研那須
で実施。約70名の参加があり、小規模移
動放牧の意義と研究取り組みについての
話題提供を受け、各地域での放牧の取り
組み状況、問題点を論議。第１０回情報交
換会（9/13)を、栃木県塩谷町、矢板市で
開催、参加者約70名。水田跡地への繁殖
牛放牧実施農家および水田跡トウモロコ
シ作付け試験圃場を視察。②第6回放牧
サッミトで、府県での放牧酪農事例および
放牧馴致に関する話題提供。  ③山羊サ
ミットでの話題提供。④放牧研究および放
牧推進のため、家畜改良センター、県研究
機関、農業振興事務所、および生産者団
体へ出向き、研修やアドバイスをおこなっ
た。
２．肥効調整型肥料を用いた放牧草地の
省力的施肥管理技術を開発するため、関
東、甲信の公共牧場へのアンケート調査
を実施し、施肥管理の実態を調査した。
３．長野県の要請に応じ、小規模移動放牧
開始農家の技術指導を行った。また、県内
放牧実施農家を巡回し、技術的助言を
行った。

１．放牧の取り組みは地域に
よって大きな違いが見られる
が、放牧導入に対する不安が
大きな要因となっている。放牧
の実施現地を見ることや生産
者の声を直に聞くことが重要で
あり、情報交換会は、栃木県内
の放牧普及に貢献するもので
あり、次年度も実施を計画す
る。情報交換のためのニュース
レターは通号で18号となり、栃
木県内のみならず全国におけ
る放牧関連情報を発信した。
２. 生産者と連携した生産現場
での研究等　水田跡への牧草
導入方法、および放牧導入に
よる飼料面、健全性の効果を
解明する目的で、生産者の協
力を得て、生産現場での搾乳
牛、乳牛育成牛、繁殖和牛の
放牧を実施しているが、放牧導
入の事例として、多くの視察者
が訪れたことから、放牧普及に
貢献するものと評価される。

１．引き続き「水田里山放牧推進協議
会」等を通じた情報交換活動を実施す
る。
２．農水省の補助事業において、マー
ケティング調査を実施し放牧牛乳のコ
ンセプトを提案する。
３．放牧の利点と考えらる、家畜の健
康性、牛乳中機能性物質の向上に向
けた研究を推進する。
４．現地(農家、教育機関)における実
証試験を継続する。

１．生産者の技術的な要請へ
の対応
２．プロジェクト（エサプロ）研
究の推進

１．低コスト収集方法としてサ
イレージ調製に優る技術はな
いため、収穫後数日で低下す
るとされるベータカロテンの低
下を待ってサイレージ調製す
る対応を視野に検討したい。
２．生稲わらサイレージ調製給
与研究の推進

農水省委託プロジェクト「エサプロ」課題に
おいて取り組みを開始した。

③　国産稲わ
らの利用拡大

実習に主眼をおいた研修には
参加する側にも難点があった。

高度先進研修は実施時期を繰り上げ
内容を充実させて継続する。

４．所の独自予算（戦略プロ）で地元の酪
農家（兼稲作）の協力の下に、飼料イネ栽
培・給与の試験を行い、その状況は地方
技術会議の際に関係機関に紹介するとと
もに、検討を行った。

うちトウモ
ロコシ

18年度も革新的農業技術習
得研修高度先進技術研修とし
て「細断型ロールベーラを基
軸とするトウモロコシ生産性向
上」を実施の予定である。

9月5日から実施する。今年度
は所内講義に限定せず、現地
農家の視察と農家の講習会
への傍聴参加を計画してい
る。

9月5－7日、3名の受講者と19名の地元普
及所からの傍聴者（6日半日）を含めて実
施した。天候の急変にあわせて講義計画
を変更して実技講習を実施した。
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

⑧　その他 農林水産研究高度化事業「無線草刈機に
よる急傾斜、耕作放棄地などの生産管理
技術」を推進し、秋田県・宮城県で現地試
験を実施している中で、施肥・播種機能も
付加した改造無線草刈り機の有効性が証
明された。

公教育性牧場における土地管
理等に利用への期待が高まっ
ている。平成18年9月26日開催
の「放牧管理技術現地検討会
－無線草刈り機による急傾斜・
耕作放棄地などの生産管理技
術－」（秋田県横手市鶴ヶ池荘
コンベンションホール）におい
て、東北農政局生産経営流通
部畜産物流通指導官鈴木和志
氏からも遊休農地利用のため
の活用に期待が示された。

無線草刈り機は高額（1,000万円）でも
あり、助成制度活用の必要がある。

⑦　消費者の
理解醸成

草地生態系の持つ多面的機
能を解明する

草地の持つ水・土環境保全機
能の解明並びに保全機能を
維持・発現させる草地利用技
術の開発に関する研究を行
う。また、草地と野生動物の関
わりを評価する。

飼料米給与豚肉の研究紹介（10月8日付、
朝日新聞全国版）。

発酵ＴＭＲ技術を確立させ、既存ＴＭＲ
センターとの連携を進めている中で、Ｔ
ＭＲセンターによるトウモロコシ等の生
産にも促進させる計画である。

⑥　生産性の
向上

飼料作物の不耕起栽培、外来
雑草の制御に関する研究を行
う。

不耕起トウモロコシ作付け体
系のための播種精度、既侵入
雑草の被害拡大阻止に関す
る研究を促進する。

本年度所内試験とともに水田農家圃場を
借り上げ、トウモロコシ畦立て栽培試験を
推進している。

着実に成果を得ている。 不耕起トウモロコシ作付け体系等の研
究を継続深化させる。
また、除草剤使用料を削減するための
生態的防除法の研究を進める。

⑤　飼料生産
の外部化・組
織化の推進

４．生産者と連携した生産現場での研究等
水田跡への牧草導入方法、および放牧導
入による飼料面、健全性の効果を解明す
る目的で、①生産者の協力を得て、生産
現場での搾乳牛、乳牛育成牛、繁殖和牛
の放牧を実施。
５．小規模移動放牧による放牧育成を実
施した後、放牧育成牛の産肉特性を実証
的に評価するため、放牧育成牛を肥育農
家に於いて肥育を開始した。
６.　生産物における放牧効果の解明研究
牛乳の機能性物質の濃度に及ぼす放牧
の効果解明試験を実施。
７．所の独自予算（戦略プロ）で地元の有
休水田を有する肉牛農家の協力の下に、
水田放牧の現地試験を行った。その状況
は地方技術会議の際に関係機関に紹介
するとともに、検討を行った。
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

（独）作
物研究
所

⑥　生産性の
向上

（独）農研機構では低コスト稲
育種研究チームが「直播適性
に優れた高生産性飼料用稲
品種の育成」に取り組む。

多量の堆肥施用を前提とした
飼料用稲の生産性向上のた
め、土中出芽性、耐倒伏性等
の直播適性を有し、いもち病
を始めとする病害虫抵抗性が
強く、消化性に優れた高ＴＤＮ
収量の発酵粗飼料用稲品種・
系統の選抜を進める。

九州向けの「タチアオバ」（西海飼253号）
を本年度命名登録し、普及に移した。本品
種は、長稈で地上部全重が大きいが、根
が太く耐倒伏性が強い。
　新たに、東北地域中北部向きの新品種
候補系統「奥羽飼395号」を育成した。本系
統は強稈で倒伏に強く多収であるため直
播栽培に適している。

育成試験はほぼ順調に進捗し
たが、九州では台風13号の被
害があった。
　「奥羽飼395号」は、これまで
専用品種のなかった地域への
普及が見込まれる。北海道の
専用品種の育成が急がれる。
また、現在、専用品種が普及し
ている地域についても、さらに
TDN収量や耐病性、直播適性
等を向上する必要がある。

さらにTDN収量を向上し、耐病虫性を
強化し、直播適性を備えた品種の育成
を進める。

１．都道府県の試験研究機関
の品種選定試験に育成系統
を配付する。
２．品種関係について各種資
料の作成に協力する。18年度
「飼料イネの研究と普及に関
する情報交換会」等に参加す
る。各種研修会等において当
機構が育成した品種を紹介
し、普及を図る。

１．都道府県の試験研究機関の品種選定
に育成系統を配付。また、いくつかの普及
センターでの品種選定に種子を配付した。
２．畜産草地研究所高度先進技術研修
「稲発酵粗飼料の収穫調製・給与技術の
高度化」で農研機構育成の専用品種につ
いて紹介した。愛媛県での飼料イネ研究
連絡会で飼料イネ関係者と情報交換を実
施した。

１．関東から九州にかけての温
暖地・暖地地域では、それぞれ
の地域に適応した稲発酵粗飼
料用品種が普及しており、一定
の成果をあげている。専用品種
のない北海道向き品種の育成
を進める必要がある。
２．専用品種の比率が高まって
いると思われるが、さらに研修
等を通じて普及を図る必要があ
る。

１．引き続き、都道府県の試験研究機
関および普及センターを通じて、育成
系統の種子を配付する。
２．研修や研究会を通じて専用品種の
普及を図る。

②　飼料作物
の生産拡大

うち稲発
酵粗飼料

うちトウモ
ロコシ

１．育成品種・系統の普及を図
る。
２．前年に引き続き品種情報
の提供を行う。

②　飼料作物
の生産拡大

汎用型飼料収穫機の開発を
進める。また、大規模飼料生
産地あるいはＴＭＲセンターに
おける調製作業の省力化と品
質の高度安定化に寄与するた
め、細断型ロールベーラをさら
に発展させた定置式ロール成
形密封システムの開発に着
手。

汎用型飼料収穫機のより実用
性を高めた試作機を開発し、
作業性能及び耐久性につい
て試験を実施する（～平成19
年度）。また、コントラクタやＴ
ＭＲセンターでの幅広い利用
を想定した定置式ロール成形
密封システムの開発を目指
し、その核となる、サイレージ
あるいはＴＭＲ材料をサイズの
異なるロールに成形可能な成
形機構の開発に着手（～平成
20年度）。

より実用性を高めた汎用型飼料収穫機の
試作2号機を開発し、飼料稲及びトウモロ
コシの収穫試験を実施、作業性能等の把
握と改良を行なった。また、定置式ロール
成形密封システムの核となる可変径成形
機構を試作し、細断トウモロコシ及びTMR
材料を異なるサイズのロールへの成形に
成功した。

両課題とも研究計画通り進捗し
ており、より早期の実用化及び
より確実な普及を目指し取り組
む。

うちトウモ
ロコシ

うち稲発
酵粗飼料

（独）生
物系特
定産業
技術研
究支援
セン
ター

汎用型飼料収穫機試作2号機は、耐久
試験を行なうとともに圃場試験を継続
し、実用化を目指す予定。定置式ロー
ル成形密封システムの核となる可変径
成形機構は、さらに改良を加えつつ、
成形試験を実施し、技術の確立を目指
す。
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

①　飼料増産
運動

各地域の飼料増産行動会議
に参加し、情報を得ながら関
係機関と連携し、積極的に飼
料増産運動を展開する。

　行政、関係団体、試験研究
機関、各種協議会と協議しな
がら、家畜改良センター飼料・
種苗関係牧場で技術の実証
展示、優良品種の実証展示、
研修会の開催、現地指導等を
行う。

　各地域の飼料増産行動会議に参加。
　県、普及センター、農協等の関係団体と
協力しながら、家畜改良センター内の
フィールドや場外のフィールドを利用した
実演会、研修会を開催。

②　飼料作物
の生産拡大

　以下の事項について関係機
関等と連携をとりながら実証
展示等を行う。
・優良新品種の大規模栽培
・大面積飼料生産技術
・経年草地の簡易更新・整備
技術
・新技術の実証・実用化

　生産性が低下している経年草地の簡易
更新の実証展示又は研修会を本所、奥羽
牧場、宮崎牧場で実施し、全国で約280名
の参加があった。
　トウモロコシの収穫・調製技術等の研修
会を実施し、全国で約340名の参加があっ
た。
　優良品種の導入による草地更新を行
い、山羊放牧の実証展示、技術指導を実
施。

　飼料専用イネ品種「ニシアオ
バ」の原種子を増殖し、稲発
酵粗飼料の生産拡大を推進
する。飼料専用イネ新品種の
採種調査を行う。

　鳥取牧場に細断型ロール
ベーラーを導入した。今年度
は、トウモロコシのラップサイ
レージ調製技術について、関
係機関等と連携をとりながら
実証展示等を行う。また、新型
機械の開発に関する調査へ
の協力を行う。

　飼料専用イネ品種「ニシアオバ」(0.7ha)、
「タチアオバ（西海飼253号）」(0.1ha)の種
子約2．6トンを増殖しイネ発酵粗飼料の生
産拡大を推進。
　飼料専用イネ品種説明会、飼料専用イ
ネ品種の普及を目指した現地検討会およ
びセミナーを開催。

　鳥取牧場による細断型ロールベーラー
及び、本所、宮崎牧場によるチューブバッ
クサイレージの収穫・調製技術の実証及
び指導を実施。
十勝牧場で北海道コントラクター協議会と
の共催によるバンカーサイロの調製技術
の研修会を開催。
　岩手牧場でバンカーサイロの調製技術
の研修会を開催。
　新冠牧場、宮崎牧場で不耕起播種栽培
技術の研修会を実施。

うち稲発
酵粗飼料

うちトウモ
ロコシ

　可能な限り需要に応じて対
応する。2品種以上の増殖に
対応できるようにする。

　平成19年度の活動計画を作成予定。

　年度末に向けて、平成１８年度の取
組を整理するとともに、平成１９年度の
行動戦略を計画予定。

　平成19年度の活動計画を作成予定。

　平成19年度の飼料専用イネの採種
計画を作成予定。

④　放牧の推
進

肉用牛の増頭や飼料自給率
向上に貢献する。

放牧経験牛の配布等を行うと
ともに、放牧に関する現地検
討会を開催する。

　耕作放棄地放牧の実証展示、技術の現
地指導、研修会の開催、放牧馴致牛の供
給等の実施（実証展示19箇所、研修会の
開催11回、放牧馴致牛の供給42頭）。
　「放牧に係る専門指導者(放牧伝道師)養
成講座」に会場を提供し、近隣の未利用地
放牧展示ほにて指導を実施。

　19年度に向けた放牧馴致牛の選定、
打合せ等（肉用牛各場）。

（独）家
畜改良
セン
ター
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取組方針 具体的内容 実績 評価･課題 今後の対応
独法・
団体名

取組事項 備考
１８年度（計画） １８年度（実績）

　十勝牧場で「北海道コントラクター組織連
絡協議会　平成18年度現地研修会」に会
場を提供し、バンカーサイロの調製技術を
実演（参加者約150名）。
　岩手牧場でＴＭＲセンターからの要請に
より、バンカーサイロの調製技術の技術指
導を実施。
　十勝牧場にて酪農ヘルパー作業機械操
作研修を実施。（計7回、23名の受入）

　平成19年度の活動計画を作成予定。⑥　生産性の
向上

　優良品種の普及対策を強化
する。

　引き続き優良品種原種子の
増殖及び実証展示を実施する
とともに、効果的な実証展示
の方法を検討する。

　優良品種の原種子の増殖及び実証展示
を牧場内外で実施。

⑤　飼料生産
の外部化・組
織化の推進

　要請に応じて研修会場を提
供する。
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○平成18年度の取組実績（農政局等）
　機関名　：　東北農政局

１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

１飼料増産運動
○行動会議等の開催 6月6日 平成１８年度第１回東北地域飼料増産行動会議開催 50名 2月15日 平成１８年度第２回東北地域飼料増産行動会議開催
○アンケート調査の実施
○需給マップの作成
○ネットワークの立ち上げ
○斡旋仲介活動の実施
○重点地区に対する指導・支援の取組 ７月 青森県重点地区に対し助言指導
○重点地区数拡大に向けた取組 10月 各県に対し重点地区追加登録要請 １県１箇所以上

１月 追加重点地区の登録 ６県７箇所

○現地検討会の開催 6月14日
宮城県水田放牧（ソーラー電気牧柵設置）現地検討会
開催

40名

9月7日 福島県簡易草地更新機現地検討会開催 60名
9月26日 秋田県放牧地管理技術現地検討会開催 50名
10月2日 岩手県ＴＭＲセンター現地検討会開催 50名
10月17日 青森県ＴＭＲセンター・コントラ現地検討会開催 70名

○独自の啓発資料の作成，配布 11月19日
いわて肉用牛振興大会で自給飼料増産ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ、放
牧事例集等配付

３月 耕作放棄水田の放牧利用マニュアルの作成・配付 10,000部

○新聞，雑誌等への広報活動 ７月 東北農政局だよりに飼料増産の取組について掲載
○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 8月21日 耕畜連携担当者会議開催 12名
３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 9月13日 稲わらの需給状況等に関する担当者会議開催 国、県、全農16名

10月11日 各県に対し稲わらの有効利用と焼却防止文書の発出
４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組

４月～
平成18年度東北農業産地振興技術・短期プロジェクト
「寒冷地における耕作放棄水田の放牧利用の普及拡
大」（東北農研共催）

３県３箇所

○公共牧場活用に向けた取組 8～9月 特徴ある公共牧場事例集作成現地調査 6県12カ所 ２月 特徴ある公共牧場事例集作成・配付 2,000部
５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組
６その他
○飼料用とうもろこしの作付け拡大の取
組

7月27日
東北地域飼料増産シンポジウム「飼料用とうもろこしの
作付け拡大にむけて」開催（宮城県）

130名

○事業説明会 12月20日 耕畜連携水田活用対策事業説明会（秋田県） １９名

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定
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○平成18年度の取組実績（農政局等）
　機関名　：　関東農政局

１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

１飼料増産運動

○行動会議等の開催 5月30日
・関東地域飼料増産行動会議の開催
（18年度関東地域における行動計画及び飼料増産の
達成目標を決定）

・飼料増産重点地区４０
地区以上
・WCSの作付面積822ha
（19年度1,000ｈａ）
・繁殖雌牛放牧頭数
1,300頭（うち水田放牧
300頭）
・国産稲わら100％自給

2月26日
・関東地域飼料増産行動会議の開催
（18年度取組の点検・検証や今後の取組方針等の検
討）

7月11日
・関東地域飼料増産行動会議専門部会の開催
（コントラクターの育成、WCSの作付拡大のための取組
内容を検討し、決定）

2月16日
・関東地域飼料増産行動会議専門部会の開催
（コントラクターの育成、WCSの作付拡大等のための取
組の点検・検証等）

4月26日

11月8日

12月6日

・管内自給飼料担当者会議の開催
（飼料増産に向けた取組等について検討）
・自給飼料増産打合せの開催（飼料作物作付面積や
単収が伸び悩んでいる要因、対策等について意見交
換）
・自給飼料増産に係る打合せの開催（都県別の飼料作
物作付面積等の努力目標設定等について意見交換）

6月5日､6
日

・管内草地担当者会議の開催
（畜産公共事業掘り起こしのための推進方針を検討
し、決定）

○アンケート調査の実施

5月30日

8月～

・関東地域飼料増産行動会議において都県関係者等
に対して、需給マップの充実のためのアンケート調査、
ネットワークを活用した仲介・斡旋活動の強化を要請
・地域ごとに作成した需給マップの充実とネットワーク
を活用した仲介・斡旋活動に関する点検・指導を実施

1月～
・地域ごとに作成した需給マップの充実とネットワーク
を活用した仲介・斡旋活動に関する点検・指導を実施

○需給マップの作成 〃 〃 67カ所 〃 〃 新たに1地区6町
○ネットワークの立ち上げ 〃 〃 68カ所 〃 〃
○斡旋仲介活動の実施 〃 〃 69カ所 〃 〃

○重点地区に対する指導・支援の取組 4～10月
・茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、神奈川、山梨、静岡
で現地指導等を実施

16地区 1～3月
・茨城、栃木、群馬、神奈川、静岡で現地指導等を実
施

新たに17地区

○重点地区数拡大に向けた取組

4～5月

10月25日

6、9、10、
12月

・パンフレット「関東地域での飼料増産重点地区の取
組」の作成・配布（2,200部）
・管内農務主務部長会議にて重点地区の掘り起こしを
要請
・重点地区の掘り起こし等について都県関係課長あて
依頼文書の発出

17年度20地区→
43地区

3月
・パンフレット「関東地域での飼料増産重点地区43の取
組」の作成・配布（25,000部）

43地区

○現地検討会の開催 9月20日
・細断型ロールベーラ収穫・調製及びTMR普及のため
の実演会の開催（栃木県下、86名）

○独自の啓発資料の作成，配布 7、12月
・「関東地域飼料増産行動だより」の作成・発行（1,300
部×２回）

1、3月 ・「関東地域飼料増産行動だより」の作成・発行 1,300部×２回

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定
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実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

○新聞，雑誌等への広報活動

9月20日

5月～

5月～

・細断型ロールベーラ収穫・調製及びTMR普及のため
の実演会で栃木テレビの取材（１１月放映）
・その他現地検討会等を開催するに当たってはマスコ
ミあてプレスリリースを積極的に行い、取材に対応
・関東農政局ホームページに「飼料増産のページ」を開
設

1月～

・現地検討会等を開催するに当たってはマスコミあてプ
レスリリースを積極的に行い、取材に対応
・関東農ホームページ「飼料増産のページ」の随時更
新

○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組
8月9日

11月1日

・水田を活用した新たな耕畜連携対策担当者説明会
の開催
・搾乳牛へのＷＣＳ給与技術現地検討会の開催（千葉
県下、65名）

17年度690.5ｈａ→807.8
ｈａ
（収穫800.6ha）

2月

2月

3月12日、
13日

・19年度ＷＣＳ増産のための地域水田農業推進協議
会等向けリーフレットの作成・配布
・ＷＣＳが増加している市町村の取組事例集の作成・
配布
・ＷＣＳに関する栽培・収穫・給与事例調査の実施

（19年度目標
907.6ha）

　

9月8日

11月8日

・水田を活用した耕畜連携対策説明会の開催（50名）
（県水田農業推進協議会、関東地域飼料増産行動会
議構成員等を対象）
・耕畜連携水田活用対策説明会の開催（40名）（県水
田農業推進協議会、都県農産、畜産主務課等を対象）

３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組 4～9月 ・大規模肥育牛農家の稲わら需要量等調査の実施
219,622
(99%)

100%

　 5～8月 ・国産稲わら広域流通の実態調査の実施

　
7月13日、
14日

・農政局部長による国産稲わら完全自給のためのキャ
ラバンの実施（千葉、静岡県下）

　 7月
・国産稲わら飼料利用推進関連事業PRのためのリー
フレット作成・配布（25,000部）

　 10月11日 ・国産稲わら需給ブロック調整のための打合せの開催
　 10月～ ・国産稲わら需給調整のための調査の実施 1月～ ・国産稲わら需給調整のための調査の実施
４放牧の推進

○肉用牛の水田放牧拡大の取組 9月22日
・肉用牛繁殖雌牛の増頭を推進させるための放牧検
討会の開催（茨城県下）

17年度190→
246頭

2月
・水田及び耕作放棄地での放牧推進のための問題解
決事例集の作成・配布

246頭

　 　
17年度28.23ｈａ→
50.51ｈａ

50.51ｈａ

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組 10月18日
・中山間地域での総合コントラクター育成に関する現地
研修会の開催（山梨県下、56名）

0 3月 ・コントラクター育成のための手引きの作成・配布 3組織立ち上げ

　 2月26日 ・総合ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ育成に係る情報交換会の開催（埼玉県
６その他

　 4～5月
・畜産公共事業（草地整備）PRのためのパンフレットの
作成・配布（20,000部）

1月25日
・公共牧場の再構築に係る検討会の開催（長野県下、
100名）

実　　　　　　　　績 今後の予定
区　　　　　　　　　分
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○平成18年度の取組実績（農政局等）
　機関名　：　北陸農政局

１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

１飼料増産運動
○行動会議等の開催 4月28日 管内自給飼料担当者会議 2月27日 北陸地域飼料増産行動会議

6月2日 北陸地域飼料増産行動会議
8月31日 管内自給飼料担当者打合せ会議
9月14日 草地・自給飼料担当者会議
11月15日 耕畜連携キャラバン

○アンケート調査の実施
○需給マップの作成 ＷＣＳ：１６、わら：２３、放牧：８、コントラ：８ ５５地域
○ネットワークの立ち上げ 新潟県：１４、富山県：４、石川県：５ 県：４、地域：２３
○斡旋仲介活動の実施 ５５地域
○重点地区に対する指導・支援の取組 新潟県：２、富山県：２、石川県：２ ６地区
○重点地区数拡大に向けた取組 富山県：１、石川県：１、福井：２ ４地区

○現地検討会の開催 8月31日
北陸地域細断型ロールベーラー収穫実演検討会（富
山県下）

約70名参加

○独自の啓発資料の作成，配布 8月4日 飼料増産に係るＰＲビラ配布 ２～３月 放牧事例リーフレットの作成，配布（1000部）
8月31日 飼料増産に係るＰＲビラ配布

○新聞，雑誌等への広報活動 6月 行動会議記事掲載
8月 稲発酵粗飼料シンポ記事掲載
10月 飼料増産ホットニュース掲載（新潟：稲発酵粗飼料）

○その他の飼料増産への取組 7月21日 北陸地域飼料増産行動計画を局ＨＰに掲載
11月15日 耕畜連携キャラバン 約30名参加

12月25日
各県畜産主務課あて要請文書発出（飼料増産運動の
強化）

２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 19年度目標達成に向けた早期普及活動の実施 ２０４ｈａ 耕畜連携による作付拡大の推進 ３００ｈａ

稲発酵粗飼料生産・給与に関する情報提供 １月下旬 各県畜産主務課あて要請文書発出
○会議，シンポジウム等 8月4日 北陸地域稲発酵粗飼料シンポジウム（福井県下） 約80名参加

11月22日 飼料イネ現地推進検討会（新潟県下）
○現地調査 7月20日 富山県推進現地調査
３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 早生品種を中心とした収集取組の強化 ５，８１８ｔ 地域ネットワーク等を活用した収集強化の推進 79%

地域ネットワークによる仲介・斡旋活動要請
○指導・啓発 7月24日 各県畜産主務課あて要請文書発出

8月22日 各県畜産主務課あて要請文書発出
10月5日 各県畜産主務課あて要請文書発出

○現地調査 6月5日 福井県推進現地調査
6月9日 石川県推進現地調査

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定

 　18年度追加登録により、
 登録数は12地区
 　新潟県：２地区
 　富山県：４地区
 　石川県：３地区
 　福井県：３地区
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実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 肉用牛増頭会議と連携した普及活動の実施 ７３頭 肉用牛増頭会議と連携した普及活動の実施 ７３頭

３１ｈａ ３１ｈａ
○現地調査 6月5日 福井県推進現地調査

6月9日 石川県推進現地調査
7月3日 新潟県推進現地調査
7月20日 富山県推進現地調査
8月8日 富山県推進現地調査
9月15日 富山県推進現地調査

○啓発資料の作成，配布 ２～３月 放牧事例リーフレットの作成，配布（1000部）
５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 取組推進地域への育成支援 １組織 取組推進地域への育成支援 １組織
６その他
○関連会議等 7月26日 北陸地域食品残さ飼料化推進協議会 ３月 北陸地域食品残さ飼料化推進協議会

9月1日 北陸地域肉用牛増頭会議（第３回） ３月 北陸地域肉用牛増頭会議（第５回）
9月15日 北陸地域食品残さ飼料化シンポジウム（新潟県下）
10月20日 北陸地域鳥獣害対策連絡協議会（石川県下）
12月20日 北陸地域肉用牛増頭会議（第４回）

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定
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○平成18年度の取組実績（農政局等）
　機関名　：　東海農政局

１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

１飼料増産運動
○行動会議等の開催 5月31日 第１回飼料増産推進協議会 2月16日 第２回飼料増産推進協議会

4月20日 管内自給飼料担当者会議 1月16日 管内自給飼料担当者会議
9月6、7日 管内草地・自給飼料担当者会議

○アンケート調査の実施
○需給マップの作成
○ネットワークの立ち上げ
○斡旋仲介活動の実施
○重点地区に対する指導・支援の取組 6月、7月 現地での意見交換
○重点地区数拡大に向けた取組 新たな重点地区登録への働きかけ 2
○現地検討会の開催 10月3日 トウモロコシ細断型ロールベーラ現地検討会

10月11日 稲発酵粗飼料現地検討会
10月30、31
日

放牧現地検討会

○独自の啓発資料の作成，配布 6月、11月 チラシ（飼料増産、稲わら、放牧）の作成、配布 2月 自給飼料生産事例集の作成、配布

○新聞，雑誌等への広報活動 7月、10月 東海・牛放牧フォトコンテストに係るプレスリリース 1月
農政局広報誌view（'07冬号）への放牧フォトコンテスト
に係る記事の掲載

○その他の飼料増産への取組
8月26、27
日

岐阜県畜産フェアに参加

11月3-5日 ふるさと農林水産フェアに参加
２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組

8月4日、10
月13日、11
月16日、12
月1日

水田飼料作物作付拡大に向けた推進会議の開催 37.7ha 59.8ha

9月11日 愛知県米政策改革推進対策事業研修会 2月 現地において水田における飼料作物作付推進
10月11日 稲発酵粗飼料現地検討会
11月2日 三重県米政策改革推進対策担当者会議

３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 7月18日 伊賀地域における稲わら確保に向けた意見交換会 24,860t 79%

6～10月 チラシ、HP等により稲わら利用をPR
４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 7～9月 東海・牛放牧フォトコンテストの開催 17頭 19頭

10月26日 放牧説明会 5.4ha 6.4ha
10月30、31
日

放牧現地検討会

５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 6月 現地での意見交換 2
６その他

実　　　　　　　　績 今後の予定
区　　　　　　　　　分
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○平成18年度の取組実績（農政局等）
　機関名　：　近畿農政局

１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

１飼料増産運動
○行動会議等の開催 4/17～20

5/31
5/12～
7/31
5/17
9/8

管内草地・自給飼料担当者ヒアリング
近畿地域飼料増産行動会議
府県飼料増産行動会議
畜産経営活性化会議（滋賀県）
管内草地・自給飼料担当者会議

2/28
2月下～

第2回近畿地域飼料増産行動会議
府県飼料増産行動会議

○需給マップの作成 滋賀県全県区（WCS・稲わら・放牧）
○ネットワークの立ち上げ (府県段階）滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

（市町村段階）京都府：3地域（稲わら）
                   兵庫県：5市（WCS１、稲わら４）

県段階：5
市町村（地域）段階：8

○重点地区に対する指導・支援の取組 稲わら収集機5台の導入支援、稲わらのラッピングを
指導（兵庫県南あわじ市）
兵庫県畜産技術連盟による放牧研修会を開催（兵庫
県北淡路）
飼料稲専用収穫機の導入支援（滋賀県日野町）
稲わらの検討会を開催（滋賀県甲賀市）
地域に即したWCSの調整及び乳用牛への給与技術の
確立を支援（京都府中丹地区）

5地区

○重点地区数拡大に向けた取組 9月～ ９月の担当者会議で現在の５地区から１3地区程度に
拡大を検討・要請
　18年度追加登録：兵庫県北但馬地域
　19年度新規登録：滋賀県竜王町、 米原市
　　　　　　　　　　 　　兵庫県たつの市、小野市、
　　　　　　　　　　　　 赤穂市、姫路市
　　　　　 　　　　　　　京都府丹後地域

18年度追加1地区
19年度新規7地区
　　　　合計13地区

19年度 登録地区の事業取組を支援
　強い農業作り交付金・耕畜連携水田活用対策事業
　及び府県単独事業
　　滋賀県竜王町（WCS専用機、ラップマシン）
　　 　　　　米原市（稲わら収集機、ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗ等）
　　兵庫県北但馬地域（ロールべーラー）
　　　　　　 たつの市（稲わら収集機等）
             小野市（コーンハーベスタ）
             赤穂市（ロールベーラ）
             姫路市（ロールベーラ等）
　　京都府丹後地域（放牧施設整備）

13地区

○現地検討会の開催  7/5
 7/26
12/5

放牧推進現地検討会（京都府下）
国産稲わら収集強化に関する意見交換会（滋賀県下）
とうもろこし等飼料作物生産・調製・利用研修会（兵庫
県下）

29名
50名
31名

○独自の啓発資料の作成，配布 ４月～５月
６月

放牧拡大パンフレットの追加配布
国産稲わら収集拡大パンフレットの作成・配布 5,000部

２月 稲発酵粗飼料作付拡大パンフレット作成・配布 5,000部

２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 6/1・8/11

8/7
8/23
12/18

飼料稲生産に係る担当者会議（滋賀県）
稲発酵粗飼料生産・利用研修会（兵庫県）
飼料稲生産者を対象とした収穫調整会議（滋賀県）
H19年度飼料稲・稲発酵粗飼料作付け拡大に向けた
推進会議（農政局）

H17年度実績85.9ha
H18年度実績96.6ha
　（対前年比113％）
滋賀県：66.3ha
京都府： 5.7ha
兵庫県：24.6ha
H19年度見込111.2ha

2月 稲発酵粗飼料作付拡大パンフレット作成・配布 5,000部

10/19・20

12/12･19

飼料稲・稲発酵粗飼料研修会（畜産草地研究所出前
研修会）（滋賀県）
　　　WCSの取組がアグリネットにて全国放映

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定
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実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
飼料稲新品種（兵庫牛若丸）の開発、栽培実証（兵庫
発芽不良種子の現地調査、発芽試験、巡回指導（滋賀
県）
酪農での利用拡大にむけての普及活動（京都府）
現地指導、収穫実演会の実施、給与技術の検討を実
施（兵庫県）

３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 啓発活動等の効果があり、本年度の稲わら収集量は

3000ｔ程度増加する見込み。一方で、滋賀県において
は、肉用牛（肥育牛）の増頭により需要量が増加してい
る。また、代替飼料として稲WCSへ移行もみられる。

H17年度産自給率
　近畿全体：71％
H18年度産自給率
近畿全体：　83％
　兵庫県：　90％
　滋賀県：　80％
　京都府：100％

7/26 国産稲わら収集強化に関する意見交換会（滋賀県下）
６月 国産稲わら収集強化パンフレットの作成・配布 5,000部

稲わら供給可能者のリスト化と供給体制の整備（京都
府）
畜産農家・耕種農家に対し国産稲わらの重要性を啓
発、
農協への関連事業説明（大阪府）
農協・県民局等へ稲わら収集を啓発、耕種農家への働
きかけを強化（兵庫県）
畜産農家・集落営農組織へ関係事業の紹介（奈良県）

耕種農家集団を含む10集団で組織的な収集を実施
（兵庫県）

４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 近畿管内のH18年度数値目標500頭を超える取り組み

となっている。
H19年度 耕畜連携水田活用対策事業を活用して、水田放牧の

取組を支援
（滋賀県、京都府、兵庫県）

7/5
7/30
11月

放牧推進現地検討会を開催（京都府下）
放牧里山セミナー開催（滋賀県）
放牧研修会及び放牧研究会を開催（兵庫県）

3月 放牧研究会を開催予定（兵庫県）

４月～５月 放牧拡大パンフレットの追加配布
6/22～
9/20

市町村、農協関係機関への啓発、並びに畜産農家・耕
種農家への個別説明（和歌山県）
耕作放棄田等による放牧を8地区で実施（滋賀県）
レンタカウ制度を活用した放牧を実施（京都府）
大阪府府民牧場において乳用育成牛の放牧により放
牧を啓発（大阪府）
バッファーゾーン放牧の展示放牧場を設置（兵庫県）
遊休農地解消として畜産技術センターの繁殖牛2頭を
貸し付け、放牧を実施（奈良県）
スキー場の放牧利用調査（兵庫県）
バッファーゾーン放牧場調査（兵庫県）

H19年度 スキー場を活用した放牧を開始（兵庫県）

農家の牛を利用したバッファーゾーン放牧として放牧
ネットワークの取組（京都府）
農業改良普及センターと市町村とのネットワークで放
牧地を調整（兵庫県）

○支援事業 和牛放牧支援事業（県単）、ため池里山事業（県単）、
田園景観保全支援事業（県単）、緑の森公募事業（庇
護林のモデル整備）（滋賀県）

10地区放牧 H19年度 耕畜連携水田活用対策事業への取組を推進

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定

水田放牧頭数
　H17年度実績428頭
　H18年度見込551頭
　（対前年比129％）

全放牧頭数
　H17年度実績1,346頭
　H18年度見込1,491頭
　（対前年比111％）
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実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 8/23 飼料稲生産者を対象とした収穫調整会議において組

織化を推進（滋賀県）
1～2月 コントラクター組織等の機械導入支援

飼料稲作付推進会議の開催（滋賀県）
6/22～
9/20

市町村、農協関係機関への啓発、並びに畜産農家・耕
種農家への個別説明（和歌山県）
コントラクターによる飼料稲栽培を試験的に実施、飼料
会社によるコントラクター業務（飼料稲）を画策（兵庫

６その他 8/25、9/5 細断型ロールべーラーの実証会（京都府） 2回
12/5 とうもろこし等飼料作物生産・調製・利用研修会（兵庫

県下）
県、農業改良普及センター職員等による飼料増産ワー
キング（兵庫県）
大阪府民牧場においてふれあい体験を通じて飼料の
給与等畜産の理解醸成を図る（大阪府）
奨励品種改訂に向けたデータ収集（京都府） 3月 奨励品種改訂に向けた検討会の開催（京都府
取り組み事例についてテレビ・新聞等で掲載 滋賀県：13、兵庫県：

13、奈良県：3

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定
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○平成18年度の取組実績（農政局等）
　機関名　：　中国四国農政局

１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

１飼料増産運動
○行動会議等の開催 4月28日 畜産公共と同時に自給飼料担当者会議開催

6月5日 中四国農政局飼料自給率向上戦略会議開催 ２～３月 中四国農政局飼料自給率向上戦略会議（第2回）
6月13日 中四国地域耕畜連携推進協議会開催 3月6日 中四国地域耕畜連携推進協議会（第2回）
6月13日 管内農政事務所計画課長会議で耕畜連携の解説
8月7日 米政策改革推進対策担当者会議で耕畜連携の解説
8月11日 中四国管内畜産課長補佐会議開催
10月12日 米政策改革担当者会議で耕畜連携の解説
11月20日 「耕畜連携水田活用対策に関する説明会」の開催

○アンケート調査の実施 実施可能な県から順次実施
○需給マップの作成 実施可能な県から順次実施
○ネットワークの立ち上げ 実施可能な県から順次実施
○斡旋仲介活動の実施 実施可能な県から順次実施
○重点地区に対する指導・支援の取組

○重点地区数拡大に向けた取組 6月 飼料増産重点地区の選抜を各県に依頼
平成１８年度当初
２２地区

１月中 １月時点の追加報告を含め１１地区（合計３２地区） 平成１８年度末

○現地検討会の開催 ３２地区
2月15～16
日

中国四国地域自給飼料利用推進セミナー 目標３１地区

○独自の啓発資料の作成，配布 11月
「『産地づくり交付金』を活用した中国四国地域耕畜連
携事例集」の作成・配付

3月6日 中国四国地域飼料自給率向上セミナー 印刷部数

○新聞，雑誌等への広報活動 8月 局機関誌「FACE」誌上にて耕畜連携推進政策等の解 1,000部

1月
中国四国地域自給飼料利用推進セミナーのプレスリ
リース

○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組 ４月
事例集「がんばる畜産『地域の明日は創意工夫から』」
を配布、WCSの作付の啓発

平成１８年度
見込　３８８．７ｈａ

平成１９年作付面積
目標５００ｈａ

11月
「『産地づくり交付金』を活用した中国四国地域耕畜連
携事例集」による稲発酵粗量飼料作付の啓発

8月10日
堆肥センター経営現地研修会（奈義町）でWCS作付の
啓発

８月 局機関誌「FACE」誌上にてWCS取組事例の紹介

８～９月
『中国四国地域における耕畜連携対策事例集』作成に
向け、現地調査を実施（WCS事例９箇所）。

３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組 ４月、１０月
パンフレット「国産稲わらをください」を配布、国産稲わ
ら確保の啓発　（１０月はファイルで配信）

平成１８年度
稲わら供給見込 9.7万ｔ

平成１８年出来秋分
目標１００％完全自給

8月10日
堆肥センター経営現地研修会（奈義町）で稲わら利用
推進の啓発

見込（自給率８７％）

10月5日
管内各県畜産課(室)に対し、稲わらの有効利用の啓発
を実施

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定
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実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
４放牧の推進

○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ４月
事例集「がんばる畜産『地域の明日は創意工夫から』」
を配布、水田放牧の啓発

平成１８年度
1,456頭

平成１８年度末
目標1,200～1,300頭

11月
「『産地づくり交付金』を活用した中国四国地域耕畜連
携事例集」による水田放牧の啓発

7月31日 広島牛導入現地研修会に参加
８月 局機関誌「FACE」誌上にて水田放牧事例の紹介
9月6日 島根県放牧地現地調査

８～９月
『中国四国地域における耕畜連携対策事例集』作成に
向け、現地調査を実施（放牧事例３箇所）

５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 既存組織の活動強化 受託面積の増加

組織数３９
６その他 7月28日 農政局内の勉強会で耕畜連携推進の政策を解説 2月1日 試験研究機関の研修会で耕畜連携推進の政策を解説

８月 局機関誌「FACE」誌上にて耕畜連携推進政策等の解 2月15日 中国四国ﾌﾞﾛｯｸのｾﾐﾅｰで耕畜連携推進の政策を解説
10月10日 公共牧場利用体制整備推進研修会（米子市）

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定
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○平成18年度の取組実績（農政局等）
　機関名　：　九州農政局

１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

１飼料増産運動
○行動会議等の開催 6月8日 第１回九州地域飼料増産行動会議 １回 2月28日 第２回九州地域飼料増産行動会議 １回
○アンケート調査の実施 - - - - - -
○需給マップの作成 - - - - - -
○ネットワークの立ち上げ - - - - - -
○斡旋仲介活動の実施 - - - - - -
○重点地区に対する指導・支援の取組 - - - - - -
○重点地区数拡大に向けた取組 10月10日 各県に対し重点地区登録拡大啓発 各県５地区以上 12月頃 各県に対し重点地区追加登録拡大啓発 -
○現地検討会の開催 6月29,30日 飼料自給率向上戦略会議現地検討会(宮崎県) １回 ３月頃 九州地域肉用牛増頭戦略会議を通じて -

○独自の啓発資料の作成，配布 7月頃
飼料増産スローガン、国産稲わら確保に関するパンフ
レットを新たに作成・配布

各10,000部印刷 適宜
飼料増産スローガン、国産稲わら確保に関するパンフ
レットの印刷・配布

-

○新聞，雑誌等への広報活動 - - - - - -
○その他の飼料増産への取組 8～12月 米政策改革に係る九州ﾌﾞﾛｯｸ会議 ３回 - - -
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 ～10月末 18年度稲発酵粗飼料の作付見込み面積 ２，６５５ｈａ 1月～ 18年度稲発酵粗飼料の作付見込み面積 ２，９０６ｈａ
○現地検討会等の開催 10月26日 新稲作研究会現地検討会（鹿児島県鹿屋市） １回
○独自の啓発資料の作成，配布 5月～ WCS･飼料稲拡大に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布 ６回 適宜 WCS･飼料稲拡大に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布 -
３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 - 今秋産国産稲わら供給状況（12月末県把握） ３６１，２５９ｔ - 需要見込43.2万ｔ、供給見込37.3万ｔ 83.70%
○１８年産産稲わら収集啓発 5月､8月 国産稲わら利用推進専門部会 ２回 - - -
○台風13号被害対応策等啓発 9月28日 台風被害に伴う稲わら収集に関する打合せ １回 - - -
○稲わら広流流通に係る現地調査 10月4日 稲わら圧縮梱包施設現地調査（福岡県） １回 - - -

○台風被害に係る現地調査、意見交換 10月5日
被害状況現地調査及び稲わら収集に係る意見交換
（佐賀県）

１回 - - -

○現地検討会等の開催 - - - 11月頃 国産稲わら確保現地検討会:仮称（福岡県） １回
○独自の啓発資料の作成，配布 5月～ 国産稲わら確保ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成、配布 ６回 適宜 国産稲わら確保ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの印刷、配布 -
４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ～10月末 18年度水田放牧見込み頭数（按分） ８７７頭（約923頭） 1月～ 18年度水田放牧見込み頭数（按分） ８９９頭（約945頭）

～10月末 18年度水田放牧見込み面積 １６６ｈａ 1月～ 18年度水田放牧見込み面積 １７４ｈａ
○現地検討会等の開催 8月30日 三浦副大臣現地視察（放牧：熊本県美里町） １回 ３月中 放牧研修会（宮崎県） １回

9月28,29日 第６回放牧サミット（熊本県） １回
11月16日 九州地域放牧現地検討会（大分県） １回
11月21日 九州地域放牧現地検討会（佐賀県） １回

○独自の啓発資料の作成，配布 5月～ 放牧推進に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布 ８回 適宜 放牧推進に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布 -
9月28,29日 放牧事例集、放牧の手引きの増刷、配布 各１０００部 ３月末頃 放牧事例集の作成、配布 10000部程度印刷

５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 ～10月末 18年度ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ組織化実績 ６組織 1月～ 18年度ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ組織化予定 ０組織
○現地検討会等の開催 12月20日 畜産経営ｻﾎﾟｰﾄ組織育成･強化ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（長崎県） １回 - - -
○独自の啓発資料の作成，配布 5月～ 飼料生産外部化に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布 ７回 適宜 飼料生産外部化に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布 -
６その他
○消費者等への理解醸成 4月～ 局HPに各種事例集、ﾊﾟﾝﾌを掲示 - - - -
○独自の啓発資料の作成，配布 5月～ 堆肥の利活用に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布 ６回 適宜 堆肥の利活用に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布 -

5月～ ﾄｳﾓﾛｺｼ作付拡大に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布 ６回 適宜 ﾄｳﾓﾛｺｼ作付拡大に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布 -
○現地検討会等での啓発 10月3日 トウモロコシ不耕起栽培等研修会(宮崎牧場) １回 - - -

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定
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○平成18年度の取組実績（農政局等）
　機関名　：　沖縄総合事務局

１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

１飼料増産運動

○行動会議等の開催 6月22日
第１回沖縄地域飼料増産推進協議会
（運動方針、行動計画策定、スローガン採択）

３月
第２回沖縄地域飼料増産推進協議会
（飼料増産運動の検証、次年度の行動計画の検討等）

○アンケート調査の実施
○需給マップの作成
○ネットワークの立ち上げ
○斡旋仲介活動の実施
○重点地区に対する指導・支援の取組
○重点地区数拡大に向けた取組

○現地検討会の開催
11月27、28
日

放牧の推進、牧草の生産性向上等に関するシンポジ
ウム及び現地検討会の開催（石垣市）

50人参加 1月25日
さとうきび梢頭部の飼料利用拡大等、耕畜連携の推進
のためのシンポジウムの開催

○独自の啓発資料の作成，配布 ９月
局広報誌「アグリおきなわ」に協議会の概要、増産運
動スローガンを掲載

1月
局広報誌「アグリおきなわ」に石垣市でのシンポジウム
及び現地検討会の内容等を紹介

３月
局広報誌「アグリおきなわ」に飼料増産に関する記事
の掲載

３月 飼料増産取組事例リーフレット作成・配布
○新聞，雑誌等への広報活動
○その他の飼料増産への取組 １１月～ 飼料増産に関する事例の収集
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組
３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 10月24日 稲わら確保に向けた現地調査・意見交換（金武町） ２月～３月 国産稲わら収集・利用推進、現地調査・意見交換等

12月6日 稲わら圧縮梱包施設現地調査（福岡県）
12月11、12
日

国産稲わら利用に係る現地調査（伊平屋村）

４放牧の推進

○肉用牛の水田放牧拡大の取組
12月11、12
日

肉用牛水田放牧の推進に向けた現地調査・意見交換
（伊平屋村）

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組 ２月
コントラクターの育成・組織化に向けた現地調査・意見
交換

６その他
○たい肥の生産利用・促進 10月17日 たい肥の生産と利用促進に関する講習会 ３月 たい肥の生産と利用促進に関する講習会

区　　　　　　　　　分
実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：北海道飼料自給率向上戦略会議
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

１飼料増産運動
5月11日 飼料増産運動説明会議（支庁畜産係長会議）

○行動会議等の開催
5月26日

北海道飼料自給率向上戦略会議を開催し、１８年度行動計画を決定 ２月
北海道飼料自給率向上戦略会議による平成１８年度の取組みの取り
まとめ、検証

○アンケート調査の実施 8月～9月 肉牛農家等の稲わら利用拡大希望数量の調査(北海道）

○需給マップの作成
8月
１０月

稲わら生産組織マップを作成(北海道）
稲わら需要拡大者マップを作成(北海道）

37市町村
16市町村

継続37市町村
16市町村

○ネットワークの立ち上げ ４月～
市町村を超える取引の促進については、道庁及び支庁をネットワーク
の調整機能と位置づけ

15組織 　 継続１５組織

○斡旋仲介活動の実施 １０月～
農協等の農業団体に、稲わら需要拡大者マップ等を配布し、農業団体
等による主体的な取組みを推進(北海道）

　 1月～
農協等の農業団体に、稲わら需要拡大者マップ等を配布し、農業団
体等による主体的な取組の推進を指導

　

○重点地区に対する指導・支援の取組 4月～
２３の重点地区について、農協、農業改良普及センター、支庁等が連
携し、補助事業等をの的確な推進等による取組みの強化を指導

１８地区 1月～
２３の重点地区について、農協、農業改良普及センター、支庁等が連
携し、補助事業等をの的確な推進等による取組みの強化を指導

　

○重点地区数拡大に向けた取組 ５月～
会議等において、飼料増産重点地区制度の周知を図るとともに、補助
事業、交付金等を活用して意欲的に飼料増産に取り組む地区を中心
に登録を推進

2月 4地区について、確認・精査を受けて登録・公表の予定 4地区

○現地検討会の開催

○独自の啓発資料の作成，配布 7月19日～
稲作農家向け、肉牛農家向けの稲わらの飼料利用拡大ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作
成し、農家、関係団体等に配布(北海道）

5,100部

6月～ 草地協会機関誌「ぐらーす」で飼料増産運動 500部 1月 「ぐらーす」発行 500部
9月 酪農畜産情報誌「つながり」で自給飼料増産を特集（ホクレン） 8,500部 1月 「つながり」で自給飼料増産（とうもろこし）を特集（ホクレン） 8,500部

9月～ 草地の簡易更新普及資料（農業開発公社）

12月1日 草地更新の推進（酪農協会） 6，000部 １月
「映像でみるコントラクター作業」（ＤＶＤ）の作成、コントラクター等へ配
布(道草地協会）

200部

○新聞，雑誌等への広報活動 6月6日 「飼料作物戦略会議が行動計画定める」（北海協同組合通信）
9月5日 「愛別町の稲発酵粗飼料の取組み」（北海道新聞）
10月 「草地の簡易更新普及」(農業開発公社）

○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組 ４月～
18年度に作付けしている４市町の生育、収穫、飼料利用状況等の調
査、把握（北海道）

５４ｈａ
3月
優良な事例を取りまとめた資料を活用し、耕畜複合地帯を中心に、新
しい地区での取組み、既存地区の取組み拡大を推進（北海道）

ｈａ

３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 北海道産稲わら供給見込量 １０，５５０ｔ 需要拡大者マップ等を活用した生産・利用拡大を推進 目標１００%

○農家向け意識啓発ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成・配
布

7月19日～
稲作農家向け、肉牛農家向けの稲わらの飼料利用拡大ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作
成し、農家、関係団体等に配布（北海道）

５，１００部

○稲わらの需給情報提供による取引促
進

8月

10月

稲わら生産組織の情報（生産量、連絡先等）を取りまとめた「稲わら生
産組織マップ」肉用牛農家に提供
肉用牛農家における稲わらの利用拡大希望数量を取りまとめた「稲わ
ら需要拡大者マップ」を稲わら生産組織等に提供（北海道）

37市町村、91組
織

16市町村、23戸

１月～ 農業団体等による主体的な取組みを基本とし、取引の拡大を推進

○稲わら生産組織等の取組強化指導 8月22日
全ての稲わら生産組織に対し、生産拡大と品質確保等についていの依
頼文書を、関係団体に対しては、意識啓発の強化、新たな生産組織の
育成など取組み強化依頼文書を発出（北海道）

９１組織 　

○稲わら生産組織等への巡回指導 8月
主要な生産組織等に対して、国産粗飼料増産対策の的確な推進、取
組拡大等を巡回指導（ホクレン、北海道）

１７組織

○稲わら取引拡大方策検討換会の開催 ２月
取引の拡大を推進するための方策を検討するため、稲わらの生産、
利用双方等による意見交換会を実施

1回

４放牧の推進 （概数）
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ７頭 頭

0.7ha ha

○水田地帯畜産複合化推進対策 6月9日
水田地帯への肉牛導入を推進するための検討会（北海道、ホクレン、
北濃中央会等）

  

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
区　　　　　　　　　分

実　　　　　　　　績 今後の予定

○水田地帯和牛導入推進調査 7月28日
水田地帯への和牛導入事例調査及び推進のための意見交換（北海
道）

○自然循環型畜産確立推進事業 ４月～
放牧を取り入れた「自然循環型畜産」の確立、普及を図るため、畜産試
験場等による技術開発に取り組むとともに、モデル実証地区の条件整
備等を実施（北海道）

モデル地区：
３地区

３月

モデル地区の成績のとりまとめと次年度計画の検討等
次年度新規
３地区の調整

○公共牧場経営診断の実施 8月3日、１１日 農業試験場等による管理運営状況調査 2牧場 ３月 管理運営診断結果のとりまとめ及び診断結果に基づく指導 2牧場

○公共牧場会春期研修会 4月12日
公共牧場職員を対象に、放牧環境保全、牧場運営改善等に関する研
修を実施

79人

○公共牧場職員夏期研修会
8月24日～

25日
公共牧場職員を対象に、疾病対策、畜産公共関係予算等についての
研修を実施

71人

○放牧酪農ネットワーク交流会
8月24日～

25日
放牧酪農についての講演、意見交換、現地実習（足寄町）

○放牧酪農推進検討会
9月14日～

15日
放牧酪農の実践事例発表、放牧酪農、放牧牛乳等の普及拡大に向け
た意見交換等を実施

120人

○天北放牧テクニカルセミナー
9月15日～

16日
放牧の実践的技術の検討や放牧酪農の展開方向等についての意見
交換等を実施

90人

○集約放牧技術検討会 10月13日
酪農の営農指導者や技術指導者等を対象として、集約放牧技術の研
修を実施（道草地協会）

40人

○北海道放牧畜産ネットワーク協議会 10月18日
放牧に取り組んでいる生産者組織の連絡組織の設立準備会（道草地
協会、北海道）

2月6日
北海道放牧畜産ネットワーク協議会設立準備会

1回、15人

○公共牧場利用体制整備研修会 　
２月6日～

７日
草地の生産性向上、経営改善、再編統合、ふれあい機能など、公共
牧場の総合的な機能強化のための研修会（草地協会） 1回、70人

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組 4月～ コントラクター組織の設立推進
２組織
（概数）

　

○コントラクター研修会 5月25日
農協による組織的なコントラクター業務の研修会（道ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ協議会、
道草地協会）

120人

○コントラクター現地研修会
7月27日～

28日
オペレーターの育成及び技術向上のためサイレージ調製技術等研修
（道ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ協議会、道草地協会、家畜改良センター十勝）

200人

10月18日
～12月13

コントラクターの機能強化のための作業機械操作研修会（家畜改良セ
ンター十勝）

6回・19人
1月３０日
～3１日

コントラクターの機能強化のための作業機械操作研修会（家畜改良セ
ンター十勝）

1回・４人

○北海道ＴＭＲセンター連絡協議会の設
立

11月
２０のＴＭＲセンター（未稼働４を含む）が参加し、各センターの運営改
善、参加農家の経営改善などを目的とした自主的な活動組織を設立

○コントラクター養成研修会
12月11日
～12日

法人化の推進などコントラクターの機能強化のための研修会（草地協
会）

110人

○畜産経営支援組織活動推進研究会
10月2４日
～25日

コントラクター、ＴＭＲセンター、公共牧場等の畜産経営支援組織育成
を推進するため研究会（北海道）

111人

６その他

○草地更新事業説明会 4月
草地畜産生産性向上対策事業の活用推進のための説明会（道草地協
会）

4回、91人

○自給飼料関係補助事業説明会 5月～6月
国産粗飼料増産対策、飼料増産受託システム確立対策事業説明会
（ホクレン）

３回、約120人

○草地の簡易更新マニュアル冊子作成 7月
道立農試・畜試が体系化した草地の簡易更新技術の指導者等向けの
冊子を作成（道草地協会）

1500部 マニュアルを活用した簡易更新技術の普及推進

○草地更新事業推進現地指導 7月～10月
草地畜産生産性向上対策事業実施地区の指導、効果検証調査（道草
地協会）

５地区
1月/中～2

月/中
草地更新技術現地検討会 5回、150人

○草地の低コスト土層改良実演会 4月～７月
有材心土破砕工法及び無材暗渠（ｶｯﾃｨﾝｸﾞﾄﾞﾚｰﾝ工法）等の実演会（道
農業開発公社）

10回、約241人

○簡易工法による低コスト草地更新の実
施

4月～９月
道農業開発公社独自単価及び簡易工法による低コストな草地更新事
業の実施（道農業開発公社）

1,474ha 分割施行を含め、計画的な実施を推進（道農業開発公社）

○草地管理高度化促進技術検討会 6月8日 コントラクター、放牧における地理情報システムの活用推進 1回 2月20日 コントラクター、放牧における地理情報システムの活用推進 1回

○草地更新技術現地検討会 １１月～１２月
優良品種導入による草地整備効果の調査・検証、整備改良草地の整
備前後の終了等調査（道草地協会）

5回 　 　 　

○コントラクター、TMRセンター等優良事
例調査

7月
8月
コントラクターや粗飼料自給型のTMRセンター等の優良事例について
の現地調査
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実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
区　　　　　　　　　分

実　　　　　　　　績 今後の予定

○サイレージ用とうもろこしの作付け拡
大

5月～ 寒冷地（釧路地方）におけるマルチ栽培技術実証試験 38ha

 9月21日
サイレージ用とうもろこしの簡易耕栽培技術、新品種「おおぞら」の実
証展示・研修会（家畜改良センター・新冠）

1回 1月19日
サイレージ用とうもろこしの簡易耕栽培技術、新品種「おおぞら」の取
組事例研修会（家畜改良センター・新冠）

　

11月21日
寒冷地向けとうもろこし優良品種の適正利用技術（破砕処理技術）等
の研修会（家畜改良センター・十勝）

1回

○草づくり優良事例コンクール
６月～７月

12月
優良事例の現地調査（道草地協会、北海道等）
入賞者決定

3月 自給飼料活用優良事例の研修会、優良事例表彰式
1回,150人

○飼料作物種子情勢報告、検討会 4月20日 飼料作物種子をめぐる情勢報告、品種比較試験計画協議等
○飼料作物品種比較試験現地検討会 8月31日 試験の委託者、受託者による生育状況調査、意見交換 1回

○新しいマメ科牧草の普及促進 8月～ 新しいマメ科牧草品種の普及促進方策の検討（道、ホクレン等） 1回 ３月 栽培マニュアルなどの普及促進資料の作成（道、ホクレン等）

○畜産におけるバイオマス活用等研修
会

11月6日 澱粉かすの飼料利用等に関するシンポジウム（スクラム十勝、北海道） 1回

○放牧牛乳・チーズ試飲・試食会 9月23日
機能性食品としての放牧牛乳・チーズに対する消費者の意向を把握す
るための試飲・試食会

450人
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自給飼料増産のための北海道における主な取組み（平成１８年度）

○畜産経営支援組織活動推進研究会の開催 ○北海道ＴＭＲセンター連絡協議会の設立

１ 日時：平成18年10月24日～25日 １ 設立の背景
２ 場所：滝上町 北海道では、近年、飼料の生産からＴＭＲの調製・配送までを一元
３ 主催：北海道 的に行う粗飼料自給型のＴＭＲセンターの設立が相次いでいる。

１８年１１月に、２０のＴＭＲセンター（未稼働４を含む）が参加し、各
４ 参集範囲 センターの運営改善、参加農家の経営改善などを目的とした自主的
酪農及び肉牛生産組織、農業団体、市町村、農協、農業改良普及センター、家畜 な活動組織として設立された
保健衛生所等（出席者数：１１１人）

２ 活動内容
５ 目的 ・ＴＭＲセンター関連の情報交換、技術向上や意見交換のための研修

地域の条件に応じた経営支援組織の設立や再編も含めた効率的な運営を推進 会等の開催
するため、ＴＭＲセンター、コントラクター、公共牧場、酪農ヘルパーなど個々の畜 ・国及び地方自治体による各種支援施策に関する情報収集
産経営支援するシステムについて、横断的な研究会を開催した。 ・ＴＭＲセンターに関する調査、研究

６ 開催内容 ３ 会員
・鹿追町農協コントラクター ・ＴＭＲセンターの組織又は個人、学識経験者等
農協直営のコントラクターで、１７年度の受託面積は約10,710ha。利用者の代表 （設立時：ＴＭＲセンター２０，個人会員４２人）
による運営委員会を設置するなどして、利用者ニーズに応えた運営に努力
・浦幌町模範牧場
平成１２年度から、徹底したコスト分析、草地肥培管理技術の向上、哺育育成部 ○北海道草地畜産ネットワーク交流会の設立(予定）
門の導入などに取り組み、利用頭数の拡大とコスト低減を推進し、４年目で黒字
化を実現 １ 設立の背景
・北見枝幸農業協同組合 近年、北海道においても放牧を取り入れた酪農経営が見直されつ
農協の主導により地域単位で農場ＨＡＣＣＰを導入 つあり、各地域において放牧研究会などが設立されている。

・(有)ディリーサポート士別 放牧酪農実践農家、今後導入を目指す農家及び畜産関係団体等
酪農家２３戸が参加し、圃場の管理からＴＭＲ調製までを一元管理する粗飼料自 の連携を深め、放牧酪農の一層の拡大を図るため、生産者等による
給型のＴＭＲセンター。圧縮梱包による輸送コスト低減、とうもろこしの簡易耕栽 自主的な組織として平成１９年度中に設立することを目指している。
培などの先進的な取組みを実施 設立準備会を１９年２月に開催する。
・(有)滝上町農業振興公社
町、農協、農家の共同出資のコントラクター組織。受託業務の年間計画、利用料 ２ 活動内容（案）
などは、利用農家で構成するサポート協議会と調整して決定 ・放牧酪農（肉用牛）技術研修会の開催
・帯広市畜産センター ・放牧に関する情報の収集、提供
生乳検査業務を実施。運営の効率化を図り農家負担を軽減するため、運営協議
会を設置し、酪農ヘルパー組織、乳牛検定組合との組織の再編も含めた運営体 ３ 会員(案）
制を検討。 ・放牧酪農及び肉用牛農家、放牧経営を目指す担い手、畜産関係団

体等



　機関名：青森県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動

○行動会議等の開催 7月25日

青森県飼料増産戦略会議開催
県内の自給飼料増産に関する取組状況の把握、畜産環境
保全対策の取組事例の紹介及び今年度の飼料増産計画の
明確化が図られた.

県関係機関、県連団
体等
参加者数４０名

2月15日

青森県飼料増産戦略会議開催（第２回）
県内の自給飼料増産に関する取組状況の把握、畜産
環境保全対策の取組事例の紹介及び今年度の飼料
増産戦略の実績を確認。

県関係機関、県連団体等
参加者数４０名

○重点地区に対する指導・支援の取組 11月6日
上北地域水田協議会耕畜連携対策巡回指導
耕畜連携対策計画について、取組の概要を確認するととも
に水田を活用した飼料作物面積拡大について指導した。

三沢市、六戸町、お
いらせ町ほか

○重点地区数拡大に向けた取組 12月 重点地区追加登録 1 重点地区6地区

9月25日
飼料増産運動に係る現地研修会
・日本短角種の有機牛肉生産への取組をテーマに研修会を
開催。粗飼料多給による肥育牛飼養の実態を紹介。

県関係機関、県連団
体、地域畜産農家参
加
参加者数１５名

10月17日

青森県飼料増産戦略会議現地研修会
・県内の畜産農家をはじめ、各関係機関担当者に対し、自
給型TMRｾﾝﾀｰを核とした取組の事例と大型ハーベスタの実
演を行った。

畜産農家、県関係機
関、県連団体等
参加者数７０名

○独自の啓発資料の作成，配布 3月中旬 飼料作物県奨励品種パンフレット作成・配布 県内市町村、ＪＡ及び畜産農家

○新聞，雑誌等への広報活動 10月上旬 北栄ＴＭＲｾﾝﾀｰの取組（朝日新聞）
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 52ha 77.2ha
３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組
供給量
48,009t

100%

5月15日

稲ワラ焼却防止対策連絡会議
農家の意識改革を進めるためのキャッチコピーを募集
建設業協会に対して、稲ワラ収集、販売事業への参加を検
討

8月9日
第２回稲ワラ焼却防止対策連絡会議
稲ワラ需給状況の把握
市町村単位での「稲わら焼却０（ゼロ）宣言」の励行

○稲ワラ需給リスト作成、見直し 7月以降 各地域出先機関を介したリスト見直し、改定
４放牧の推進

6月7日
県単事業による水田等放牧推進(H18～H20)
水田放牧とその技術についての説明会を開催。

農業者、関係機関１５
名

平成19年
5月～11月

水田放牧面積（耕畜連携対策）
28ha、91頭

7月27日 水田等放牧実証展示ほを設置し、試験放牧を開始。 0.7ha(2頭)

9月14日～
23日

水田等放牧地の新規造成 ２か所計3.0ha
平成19年
5月～11月

新規水田等放牧展示ほの設置
計３か所計4.2ha

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組 2月以降
吹越台地飼料生産利用組合
TMR調整・供給システムを担うコントラクターの組織化
（法人）

新たに設立するコントラクター
1組織

６その他

○試験研究機関との連携 12月13日 飼料用超多収米品種の開発についての打ち合わせ
53ha

平成19年度～
超多収飼料用イネ品種開発試験及び低コスト栽培技
術開発

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定

○稲ワラ焼却防止対策

○現地検討会の開催

○肉用牛の水田等放牧の取組拡大
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　機関名：岩手県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催 7月26日 行動計画の検討・決定 2月 県協議会の開催
○アンケート調査の実施 4月 全県対象
○需給マップの作成 5月 ５地区１２市町村 3月 マップの追加・修正
○ネットワークの立ち上げ 5月 同上
○斡旋仲介活動の実施 ９月 収集組織に対する助言・支援
○重点地区に対する指導・支援の取組 ４月～10月 取組状況把握、巡回指導 3
○重点地区数拡大に向けた取組 1月 重点地区追加登録 1
○現地検討会の開催 9月28日 デントコーンサイレージ調製研修会 約120人
　〃 10月2日 TMRセンターの取り組み事例について 52人
　〃 10月3日 細断型ロールベーラー実演会 約60人
○独自の啓発資料の作成，配布 4月 飼料作物利用指針の作成、配布
○新聞，雑誌等への広報活動
○その他の飼料増産への取組 ２月 飼料増産情報ネットワーク（仮称）の設置
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 131ha 145ｈａ

３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 関連事業のＰＲ等 98%

４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 地域一体となった取り組みの推進 338頭 350頭

63ha 65ｈａ
11月20日 水田放牧技術研修会の開催 30人

５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 農業公社が設立支援 2

６その他

○試験研究機関との連携 10月
自給飼料に関するアンケート調査実施
（酪農）

約600戸 ２月 アンケート結果分析

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：宮城県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催 4月11日 飼料増産戦略会議 3月5日 宮城県飼料自給率向上推進協議会
○アンケート調査の実施 5月 行動計画の策定 32市町村
○需給マップの作成 稲発酵粗飼料の生産推進，稲わらの利活用推進等 5市町村 稲発酵粗飼料の生産推進，稲わらの利活用，放牧の推進等 １市
○ネットワークの立ち上げ 2月 県域での協議会の開催，情報提供（資料・HP等） 県域
○斡旋仲介活動の実施 稲発酵粗飼料の生産推進，稲わらの利活用推進等 10市町 水田飼料作物の生産推進 １町
○重点地区に対する指導・支援の取組 稲発酵粗飼料や長大飼料作物等の生産推進 3
○重点地区数拡大に向けた取組 電気牧柵を活用した簡易放牧の推進 1 電気牧柵を活用した簡易放牧の推進 1

○現地検討会の開催
6月14日，
10月20日，
11月1日

電気牧柵を活用した簡易放牧の推進，細断
型ﾛｰﾙﾍﾞｰラー収穫実演会

○独自の啓発資料の作成，配布 5月,6月 事業PR資料の作成配布
○新聞，雑誌等への広報活動 9月 畜産みやぎへの掲載

○その他の飼料増産への取組
9月，12月
19日

共進会におけるＰＲ活動，耕畜連携水田活
用対策に向けた説明会

２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 ２０７ｈａ 1月23日 耕畜連携水田活用対策の説明会・ＰＲ 227
○独自の啓発資料の作成，配布 9月15日 マニュアル編集委員会
○実証展示ほの設置 5月,10月 調査 12月 成績検討

３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 低気圧や大雨の影響で作業が遅れている 54800 100%

○収集促進に向けた取組
6月16日，
12月19日

事業説明会

４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ８０頭 増加予定 ９６頭

１２．１ｈａ １２．４ｈａ
○耕作放棄地における放牧の取組(水田以外） ５０頭 ５０頭

７．６ｈａ ７．６ｈａ
○肉用牛放牧に向けた取組 電気牧柵設置に対する助成（全農県本部）
○肉用牛放牧に向けた取組 10月 放牧伝道師養成研修への派遣
○牧柵設置に関する指導会・実演会 随時 随時
○新聞，雑誌等への広報活動 6月 農業新聞，農業共済新聞への掲載
○独自の啓発資料の作成，配布 12月 簡易放牧推進に向けたパンフレットの作成配布 1月 畜産みやぎへの掲載
５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 7
６その他
○公共牧場現地調査 10月 放牧状況及び運営状況などの調査 2月 公共牧場利用検討会
○独自の啓発資料の作成，配布 12月 公共牧場利活用推進に向けたパンフレットの作成

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：秋田県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催 5月31日 関連事業説明会の開催 2月下旬 秋田県飼料増産行動会議の開催
○アンケート調査の実施
○需給マップの作成 ７地域において実施 ７地域
○ネットワークの立ち上げ ７地域において実施 ７地域

○斡旋仲介活動の実施 8月～10月 既存の収穫機械等の有効活用を呼びかけた。 ７地域 1月～3月 稲わらについて、不足分に対する斡旋を行う。

○重点地区に対する指導・支援の取組 9月～10月 草地整備事業実施に向けた打ち合わせ ３回 1月～3月 事業内容の最終確認
○重点地区数拡大に向けた取組 12月 新たな重点地区の掘り起こし １地区

○現地検討会の開催
　7月13日・

19日

飼料作物奨励品種普及現地検討会（美郷町、
由利本荘市、北秋田市にて開催。　参集範
囲：県関係機関、栽培農家）

２０名参加

9月26日
放牧地管理技術現地検討会の開催（横手市
にて開催。参集範囲：関係機関、公共牧場関
係者、農家）

５０名参加

○独自の啓発資料の作成，配布
○新聞，雑誌等への広報活動
○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組
昨年度実績（285.9ha）より面積増が見込まれ
る。

300ｈａ
1月～3月

次年度の取組に向け、専用収穫機等条件整
備の推進および受託組織の育成と併せた作
付誘導を図る。

300ｈａ

３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組 8月～10月 既存の収穫機械等の有効活用を呼びかけた。 約20,000ｔ（見込み） 1月～3月 稲わらについて、不足分に対する斡旋を行う。
100％（見込み）

４放牧の推進

○肉用牛の水田放牧拡大の取組 5月～
耕作放棄地・水田放牧現地実証ほの設置及
び調査（秋田市）

34頭 1月～3月
現地実証調査のとりまとめおよび検討

34頭

9ｈａ 9ｈａ

○公共牧場の活性化 9月5日 特徴ある公共牧場事例調査 11月～3月
公共牧場の利用率向上に向けた広域的利用
および再編整備（採草専用・観光牧場等）に向
けた検討の実施

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組
稲発酵粗飼料受託集団を中心とした組織育成
指導を実施（各地域振興局）

1組織 1月～3月
飼料作物生産の組織化に向けた情報交換会
の開催

６その他

12月20日
耕畜連携水田活用対策事業に係る担当者会
議の開催

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：山形県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動

○行動会議等の開催 7月28日
自給飼料関連事業の今年度進捗状況の
確認等

３月
自給飼料増産及び肉用牛増頭関連に係る
打

11月16日
自給飼料に立脚した肉用牛増頭シンポジウ
ムの開催

○アンケート調査の実施
○需給マップの作成

○ネットワークの立ち上げ 随時
県内４地域に耕畜連携推進に係る協議会
を設置

４地域

○斡旋仲介活動の実施
○重点地区に対する指導・支援の取組 2地区
○重点地区数拡大に向けた取組 １地区 １地区
○現地検討会の開催 ３月 新規登録地区における検討会の開催
○独自の啓発資料の作成，配布
○新聞，雑誌等への広報活動
○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 随時 各普及機関等に対して、協力依頼 118ｈａ 135ｈａ

３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組 5月26日
全農県本部とともに各ＪＡ等に対して、国産
粗飼料増産対策事業説明会を開催

18581ｔ
70%

10月17日 イナワラサイレージ給与実態調査の実施

４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 随時 各普及機関等に対して、協力依頼 30頭 実施地区の検証 18年度は左記のとおり

4.0ｈａ 19年度計画は50頭、8ha

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組
県内４地区における耕畜連携推に係る進協
議会を中心として、当該組織の育成支援

1

６その他
9月15日 細断型ロールベーラー研修会
9月23日 放牧技術検討会

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：福島県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動

○行動会議等の開催 6月5日

福島県飼料増産運動推進協議会を開催し、平成
18年度福島県飼料増産行動計画及び飼料作物
増産に係る今後の推進方策等について協議し
た。

出席者約40名 1月19日 福島県飼料増産運動推進協議会の開催 出席者約40名

○アンケート調査の実施

○需給マップの作成
14農林事務所農業普及

部・農業普及所

○ネットワークの立ち上げ
14農林事務所農業普及

部・農業普及所

○斡旋仲介活動の実施
14農林事務所農業普及

部・農業普及所
○重点地区に対する指導・支援の取組 1地区
○重点地区数拡大に向けた取組 10月 新たに重点地区の追加登録を実施 ２地区

○現地検討会の開催 9月7日
福島県飼料増産重点地区現地検討会（県南地
域）を開催し、（独）家畜改良センターと連携のも
と簡易草地更新技術の実演等を実施した。

出席者約60名

9月27日
簡易草地更新技術研修会（県北地域）を開催し、
簡易草地更新技術の実演等を実施した

出席者約25名

○独自の啓発資料の作成，配布 2月 飼料増産パンフレット作成 4,000部配布予定
○新聞，雑誌等への広報活動
○その他の飼料増産への取組 4月～ 堆きゅう肥・自給飼料生産技術コンクールの実施 1月30日 表彰式の開催
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 4月～福島県水田農業改革アクションプログラム推進 H18年度作付見込97ha 1月～ 福島県水田農業改革アクションプログラム推進 Ｈ19年度作付目標123ha
３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 4月～ 国産粗飼料増産対策事業推進 1月～ 次年度へ向けた事業推進
４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 4月～ 放牧展示ほ場を設置し、検証を行った。 5箇所 肉用牛水田放牧見込頭数87

8月 放牧利用実態調査 同面積17.35ha
○公共牧場利用促進 9月～ 公共牧場実態調査

4月～ 「豊かなまきば」健康な牛づくり支援事業の実施
9月19日 特徴ある公共牧場事例調査 2箇所

５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 4月～ 飼料増産受託システム確立対策事業推進 1組織育成 1月 次年度へ向けた事業推進

7月 コントラクター実態調査 2月 福島県コントラクター連絡協議会の開催
６その他

○現地検討会の開催 8月8日
（独）家畜改良センターと共催で未利用地への肉
用牛放牧研修会を実施した。

出席者約70名

9月11日
社団法人日本草地畜産種子協会主催の低未利
用地放牧導入技術開発事業における現地検討
会への支援を実施した。

10月11日
（独）家畜改良センターと共催で簡易草地更新技
術実演会を開催した。

○高位生産性草地への転換 4月～ 草地畜産生産性向上対策事業の実施 7.6ha
○生産性の向上 4月～ 奨励品種選定試験 2月 奨励品種選定協議会の開催、冊子作成

2月 種子需給調査

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　都県名：茨城県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動

○行動会議等の開催

５月１１日

１１月２８日

（５月）
・本年度飼料増産の取り組み計画について
・遊休農地放牧の推進について
（１１月）
・次期耕畜連携対策事業の推進について
・遊休農地放牧実施状況
・重点地区の掘り起こしについて

参加者３３名
(県機関，団体等）

３月

（検討予定）
・来年度の推進計画と本年度の実績
・新たな耕畜連携対策の概要
・遊休農地放牧の推進計画　その他

○アンケート調査の実施
６月
７月
１０月

・コントラクター活動状況調査
・稲わら需給調整アンケート
・飼料生産集団アンケート

○需給マップの作成 ５月～ ・昨年度に引き続き県内４総合で需給リストを作成 ４総合事務所

○ネットワークの立ち上げ ５月～９月 ・県内４総合事務所にて飼料増産ネットワーク会議を開催
４総合事務所

(29市町，18農協)
１月～ ・ネットワーク会議を中心とした自給飼料関係情報の伝達

○斡旋仲介活動の実施 ４月～ ・各総合事務所，普及センターにて仲介斡旋活動を実施 ４総合事務所等 １月～ ・引き続き仲介斡旋活動を推進

○重点地区に対する指導・支援の取組 ５月～１２月
美野里酪農協のコントラクター機能強化に向けた指導促進
新たな地区の選定（２地区）と支援指導の強化

３ヶ所 １月～
・地域農業改良普及センターを中心とした重点地区への支援指導
活用の強化

○重点地区数拡大に向けた取組
５月１１日
１１月２８日

・重点地区の拡大に向けた掘り起こしを検討 １月～ ・引き続き重点地区の掘り起こしを検討

○現地検討会の開催
７月２１日
７月２６日
１２月１２日

・稲発行粗飼料の現地検討会（大洗，茨城町）
・遊休農地放牧現地検討会（結城市）
・飼料用大麦収穫機実演会の開催（鉾田市）

３４名参加
６３名参加
１０名参加

○独自の啓発資料の作成，配布 ９月 ・遊休農地放牧の普及啓発ビデオの作成 ３月 ・ビデオの完成配付

○新聞，雑誌等への広報活動
８月２０日

１０月

・読売新聞において本県の遊休農地放牧の取り組み取り上げ
・グラス＆シードへの稲わら収集事例紹介

○その他の飼料増産への取組
６月２２日
８月２２日
８月２８日

・１８年度米政策改革関連対策事務説明会
・１９年度耕畜連携対策説明(県南・県西地域)
・１９年度耕畜連携対策説明（県北・鹿行地域）

約200名
約100名
約100名

１月１５
１６日

・地域協議会への耕畜連携水田活用対策の説明 約１００名

２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組
８月

１１月

・各地域協議会に対する次期耕畜連携対策の説明
・県飼料増産推進会議（行動会議）での，耕畜連携対策の説明，面積拡
大に向けた検討

２２３ｈａ

１月～ ・平成１９年度目標を250haとして各地域に対する推進指導等

（H19目標）
２５０ｈａ

○普及啓発活動 12月14日
・自給飼料増産研修会において，稲発酵粗飼料に関する講演会，パネル
ディスカッションを開催

（研修会参加者）
１１４名

○生産技術の向上等
４月～

９月～

・飼料稲の省力生産技術及び給与方法の確立調査等
・乳酸菌添加による品質向上と長期保存のための技術検討

農業研究所，畜
産センター
各普及センター

３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組
７月
１０月

・稲わら需給状況アンケート
・稲わら確保に関する聞き取り調査

３３，００９ｔ(100%) １月～
・稲わらの確保状況の把握に努めるとともに，仲介斡旋による需
給円滑化を推進

３３，００９ｔ

○稲わら収集機械の整備 ６月～ ・県内４地区にて稲わら収集機械の整備 ５地区 (100%)

４放牧の推進

○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ５月～
・県内３ヶ所で遊休農地等放牧の実証展示の実施，ほか普及センターを
中心とした技術指導 3.9ha

１月～ ・引き続き普及センター等を中心とした支援指導，面積拡大に向
けた検討

○現地検討会の開催 7月26日 ・遊休農地放牧現地検討会の開催 現状３５ｈａ １月～
・平成１９年度も目標に向けた普及指導，県単事業の実施地区の
掘り起こし

（H19目標）
４１ｈａ

○普及啓発活動 ９月 ・遊休農地放牧の普及啓発ビデオの作成 ３月 ・ビデオの完成配付
５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 １０月 飼料生産集団に対するアンケート調査 ４総合事務所
６その他

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　都県名：栃木県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動

○行動会議等の開催 6月23日
関係機関、団体の共通認識のもと、今年度の行動計画を決定し
た。

2月
3月

今年度の状況報告、来年度の事業説明。
今年度の取組の点検・検証を実施予定。

○アンケート調査の実施
○需給マップの作成 ８地域

○ネットワークの立ち上げ
県出先機関単位8地域で地域飼料自給率向上戦略会議を開
催。

８地域
県出先機関単位8地域で地域飼料自給率向上戦略
会議を開催。

○斡旋仲介活動の実施 地域戦略会議で適宜実施。 ８地域地域 地域戦略会議で適宜実施。

○重点地区に対する指導・支援の取組
９月

１０～１１月

重点地区（那須塩原市）において、細断型ロールベーラ収穫実
演会を開催。
今年交付金事業実施者に対し、目標達成に向けた指導を実

２地区 １月～
担当者会議を開催し、県内重点地区に対する目標
達成に向けた取組、指導を再度依頼。

１３地区（５＋８）

○重点地区数拡大に向けた取組 １２月
飼料増産に積極的に取り組む集団、地域８地域について追加
登録した。

８地区

○現地検討会の開催 ９月～１１月
関東農政局と共催で、那須塩原市で細断型ロールベーラ収穫
実演会、TMR普及のための検討会を開催した。
地域では適宜検討会を開催。

４地域（とうもろこし
１、飼料稲３）

１月～
検討会の開催予定はないが、国等の検討会、研修
会は関係者に周知を図り、積極的に参加する。

○独自の啓発資料の作成，配布 １月～
肥育和牛への稲発酵粗飼料給与事例、地域で飼料
稲や放牧の推進資料を取りまとめる予定。

○新聞，雑誌等への広報活動 10月、11月

とちぎテレビで畜産草地研究所の協力を得ながら、飼料増産の
取組を放送した。
「自治とちぎ」「畜産の情報（国内編）」に県の飼料増産の取組に
ついて掲載した。

○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大 H18 H19目標面積

○19年産作付拡大に向けた取組 ９～１２月
新たな耕畜連携水田活用対策の周知徹底。
生産振興助成の要望調査。

188ha
１月～

地域水田農業推進協議会のビジョン見直しに係るヒ
アリングに同席し、飼料作物生産を推進する。

225ha

１０～１１月
19年度予算に稲発酵粗飼料、わら専用稲の展示ほ設置を検
討。わら専用については、籾の給与実証も実施予定。

2月
担当者会議を実施し、来年度予定している展示ほ事
業について推進を図る。

１１月
芳賀地域で乳酸菌添加の検討会実施
河内、南那須地域で飼料稲収穫実演会実施

３国産稲わら利用拡大 H18.12末の稲わら確保量

○100％自給に向けた取組 ９月～１１月
大規模肥育農家、特に輸入乾草を利用している交雑、乳用種
飼養農家への稲わら利用調査を実施。

（需要に対して）
100%
78000ｔ

１月～
結果を取りまとめ、各地域の稲わら収集組織に情報
提供を行う。

４放牧の推進 H18肉用牛水田放牧

○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ７月～
地域戦略会議の展示ほ設置や検討会の開催で、経営内放牧を
推進。

167頭(748頭）
32.6ha(158ha）
（）は全体

2月
担当者会議を実施し、来年度予定している放牧事業
（飼料増産＋遊休農地対策や鳥獣害対策の展示ほ）
について推進を図る

５外部化の推進 新たな組織 新たな組織
○コントラクターの育成・組織化の取組 ～１２月 コントラクター育成対策事業（県単）で組織設立を支援。 2月 新たなコントラクター組織設立に向けた指導。 １組織

９月 県コントラクター協議会を実施

６その他 ９月 とうもろこし単収向上のための飼料畑調査の実施。 １月 とうもろこし品種比較検討会の実施。

１０月
下都賀地域で細断型ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗの作業効率についての実証を実
施

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定

昨年度の情報等を活用 既存の情報等を活用。
引き続き
８地域で実施
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　都県名：群馬県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動

○行動会議等の開催 6月23日 県自給飼料増産方針等の決定、周知 平成１９年２月今年度の実績と次年度の推進について検討

○アンケート調査の実施 １７年度に実施済み

○需給マップの作成 リストとして１７年度に作成済み ３３市町村

○ネットワークの立ち上げ １７年度に設置済み ３３市町村

○斡旋仲介活動の実施 随時実施 ３３市町村

○重点地区に対する指導・支援の取組
稲醗酵粗飼料の収穫調製作業に対し、県単
補助を実施。

1 随時
飼料作物全般に拡大して、収穫調製作業に
対し、県単補助を実施予定。

1

○重点地区数拡大に向けた取組
コントラクター実演会を開催し、農家等に周
知を図った。

○現地検討会の開催
コントラクター実演会を４回開催。
遊休農地への和牛放牧実証展示を２カ所で
実施。

１９年度、水田裏作利用による飼料麦の収
穫調製実演会を予定。

○独自の啓発資料の作成，配布 平成１９年２月県取組の紹介等のパンフレット作成、配布 ２，０００部

○新聞，雑誌等への広報活動 ５月
コントラクター実演会について報道機関に対
し投げ込みを行った。

○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組 5月9日

種もみの確保及び発芽不良に対し団体、県
関係者が集まって、
作付面積の大幅な減少につながらないよう
対応を検討した。

151.8ha

～５月
耕畜連携水田活用対策の周知を行い、作付
面積の拡大を推進する。

155ha

３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組 ４月～８月

国等で作成された国産粗飼料増産事業の
パンフレットを牛飼養農家、耕種農家に配
布。転作担当者会議において事業概要を説
明、推進を行った。

３５，６００ｔ(100%)
県産飼料化率

24.8%
～８月

パンフレットや国産粗飼料増産対策事業等
を活用して稲わら収集・利用の推進を行う

100%

４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ５頭 ５頭

０．６ｈａ ０．６ｈａ

○肉用牛の遊休農地への放牧推進 ６月～１０月県内３カ所で実証展示を行った。
延べ９頭
1.1ha

実施希望者に対して、技術支援を行う。 延べ９頭
1.1ha

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組 ５月～１０月

コントラクター普及研究会を２回実施。普及
推進の検討を行った。
コントラクター収穫作業実演会を４回実施。
３回目までの参加者数延べ１８２名。うち建
設業者延べ５０名。

参入希望建設業
者数　　１７社

参入希望建設業者に対して関係団体・県機
関が協力して支援を行う。

６その他

○飼料用麦の作付推進 17年10月～
飼料用野毛無し大麦の実証ほを設置、栽培
及び給与試験を行った。

３カ所・1.2ha １１月～
野毛無し大麦及び食用大麦での実証を実施
中

２カ所・1.7ha

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　都県名：埼玉県
１2月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催 6月2日 ・H18行動計画の承認 2月 H19の行動計画について

○需給リストの活用・ネットワークの立ち上げ 6月2日 ・需給リストの活用方法を検討 3月 利用方法をマニュアル化
12月1日 ・需給リストの活用方法を検討・決定

○稲わらの斡旋仲介活動の実施 　　　　　７月 熊谷市　　116ｔ
鴻巣市　　150ｔ

○重点地区に対する指導・支援の取組 　　　　10月 秩父市、狭山市の飼料生産集団を新規登録申請 秩父市　１、狭山市１
１２月 秩父高原牧場を新規登録申請

○技術検討会の開催 11月30日 河川敷堤防の刈草畜産的利用について講演

○新聞，雑誌等への広報活動

○その他の飼料増産への取組 ５月～１２月 県単事業にて河川敷刈草を畜産的に利用 上里町　61.8t
(247ロール)

２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組 １０月 H19播種用種子確保 2,700kg H18作付面積　８２ha 1月 作付面積の把握と供給先の調整 H19作付予定面積
１２月 飼料用稲収穫集団設立推進 （概算） 90ha

３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 ４月～ 266ｔ

全国飼料増産行動会議ｱﾝｹｰﾄによる需給の把握 需要見込量235t 稲わら供給見込
供給見込量236ｔ 確認中

４放牧の推進 (水田放牧)
○肉用牛の放牧拡大の取組 ４月～１２月 県単事業により、　市町村で繁殖和牛の水田 鴻巣市：1頭、13a

放牧を実施 上里町：1頭18a
(畑等)
秩父市：4頭、60a
皆野町：2頭、25a

５外部化の推進
○コントラクターの支援 ４月～12月 粗飼料増産受託システム確立対策事業を活用 美里町　１組織

してコントラクターの活動を支援

６その他

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定

国産粗飼料増産対策事業を活用し稲わら収集
を推進

「はまさり牛」７，８月の期間限定で消費者へ販売すること
をHP（県農林総合研究センター）、新聞等でPRした

国産粗飼料増産対策事業を活用し稲わら収集
を推進
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　機関名：千葉県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催 6月16日 昨年度の行動評価、今年度の行動計画 14回 3月 3月に全体会議開催 １回

○アンケート調査の実施 平成17年度 悉皆調査
回収数2,307戸、
回収率13％

○需給マップの作成 12月 アンケート結果をもとに作成 県内1地区3市町
○ネットワークの立ち上げ 12月 需給マップをもとに立ち上げ 県内1地区3市町
○斡旋仲介活動の実施 ～12月 ネットワークをもとに活動実施 県内10地区37市町村 ～3月
○重点地区に対する指導・支援の取組 6月 重点地区の進捗状況調査指導 ４地域 0
○重点地区数拡大に向けた取組 ～12月 重点地区拡大指導 ２地区４回 0
○現地検討会の開催 11月 飼料増産推進モデル地域現地研修会開催 65名参加 平成19年2月 放牧研修会の開催 1回
○独自の啓発資料の作成，配布 3月 飼料増産技術情報の刊行 1回
○新聞，雑誌等への広報活動 11月号 農畜産業振興機構編「畜産の情報」に事例紹介 1ヶ所

12月 日本草地畜産種子協会編「グラス＆シード」に事例紹介 1ヶ所
○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 ～12月 稲ＷＣＳ普及啓発 65ｈａ ～3月 新規地域実施指導 80ｈａ
○研修会開催 11月 稲発酵粗飼料の搾乳牛への給与研修会 65名参加

３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 ～10月 稲わら収集事業普及啓発 15,500ｔ 国産稲わら自給率 100%
○稲わら収集集団育成 ～12月 県単独事業による集団化指導 ６団体 ～3月 県単独事業による集団化指導 ３団体

４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 県内水田放牧頭数・面積 28頭 0頭

1.8ｈａ 0ｈａ
○県単独事業の実施 ～12月 放牧現地指導、計画推進 ５地域 ～3月 放牧現地指導、計画推進 １地域
○研修会開催 平成19年2月 放牧研修会の開催 1回

５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 0 0
○コントラクターの育成・組織化の取組 ～12月 コントラクター組織化指導 ２組織

６その他

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：東京都

１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催 7月２７日 畜産関係会議で検討 1回 3月 畜産関係会議で検討 1回
○アンケート調査の実施 ６月 乳用牛、肉用牛飼育生産者を対象に実施 １回
○需給マップの作成 0 0
○ネットワークの立ち上げ 0 0
○斡旋仲介活動の実施 0 0
○重点地区に対する指導・支援の取組 0 0
○重点地区数拡大に向けた取組 0 0
○現地検討会の開催
○独自の啓発資料の作成，配布
○新聞，雑誌等への広報活動
○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 0ha 0ha
○・・・
○・・・
○・・・
３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 ６月 需要量調査 ３４ｔ 100%
○・・・
○・・・
○・・・
４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ０頭 ０頭

０ｈａ ０ｈａ
○・・・ ６月 実態調査 ２９頭 ２９頭
○・・・
○・・・
５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 0 0
○・・・
○・・・
○・・・
６その他
○・・・
○・・・
○・・・

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：神奈川県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動

○行動会議等の開催
　９月　１日
１２月２２日

飼料増産を推進するために、自給飼料増産対策や耕
畜連携推進対策等の自給飼料増産に関する事業の周
知とともに、飼料増産のための方策の検討を行った。
また、良質な自給飼料の確保のための検討を行った。

２回

○アンケート調査の実施 ９月
稲わらの輸入実績のある農家に対して聞き取り調査を
実施した

○需給マップの作成
需給リストは、県下一ヶ所で作成、国産稲わらについて
は、県出先事務所単位で作成

１ヶ所
（国産稲わら7ｹ

○ネットワークの立ち上げ 設置は県下一ヶ所で設置 １ヶ所

○斡旋仲介活動の実施 １０月～
国産稲わらの利用拡大を図るため、稲わらの飼料利
用の情報提供を行う。

４ヶ所
国産稲わらの利用拡大を図るため、稲わらの飼料利
用の情報提供を行う。

○重点地区に対する指導・支援の取組 ７～１０月
荒廃農地対策として肉用繁殖雌牛を1.8haの放牧地に
放牧した。 １ヶ所

19年度の放牧取組についてい検討を行う。

○重点地区数拡大に向けた取組 ７～９月
自給飼料生産に意欲的に取り組む営農集団におけ
る、作業の省力化及び自給飼料の増産のための作付
面積の拡大

１ヶ所

○現地検討会の開催
９月20日
１１月  7日

畜産技術センターにおける、稲発酵粗飼料の実証試験
を行い、収穫作業の現地検討会を開催した。稲発酵粗
飼料の普及を目的に利用方法等の研修会を開催し

０．２ｈａ
研修会１回

○独自の啓発資料の作成，配布 ２月 自給飼料増産に向けた啓発資料の作成 400部
○新聞，雑誌等への広報活動
○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組
９月20日
１１月  7日

畜産技術センターにおける、稲発酵粗飼料の実証試験
を行い、収穫作業の現地検討会を開催した。稲発酵粗
飼料の普及を目的に利用方法等の研修会を開催し

０．２ｈａ
研修会１回

19年度産稲の粗飼料利用の取組について、関係機関
と調整を行う。

○・・・
○・・・
３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組 ９月　１日
国産稲わらの利用拡大を図るため、関係機関との連携
をはかりながら、稲わらの飼料利用について検討した。

5,200トン
国産稲わらの利用拡大を図るため、関係機関に情報
提供を行っていく。

国産稲わら
100%自給

○・・・
○・・・
４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組

○肉用牛の遊休農地への放牧 ７月～１０月 荒廃農地対策として肉用繁殖雌牛を放牧した。 ２．７ha、１３頭 19年度に向けた取組の検討を行う。

○・・・
５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組
○・・・
○・・・
６その他
○・・・
○・・・

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：山梨県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催 6月19日 山梨県飼料増産行動会議の開催 参加者１５名 ３月 本年度の検証と次年度取組計画

・平成１７年度取組内容について 県機関、団体等）
・平成１８年度重点項目と行動計画について

○アンケート調査の実施 12月25日
平成１８年度峡南地域アンケート説明会を開催
し、稲わら需給についての調査依頼

６町

○需給マップの作成 ２月
アンケート結果に基づく稲わら等需給マップ
の作成

６町

○ネットワークの立ち上げ 8月31日 東部地域飼料増産会議の開催 県内２地域 ２月～ 自給飼料関係パンフレット等による情報伝達
9月1日 西部地域飼料増産会議の開催

・飼料増産行動会議の概要
・耕種及び畜産農家に対する斡旋活動の推進
　について

２月～ 平成１９年度に向けた稲わら仲介斡旋活動

・作業受委託、集落営農組織等との検討会の開
　催について
・遊休農地等への放牧推進について ２月～ 遊休農地放牧の掘り起こし

○斡旋仲介活動の実施 ９月～
前年度アンケート等による耕畜の連携、町による
耕種農家と畜産農家との仲介活動

２町村 ２月～ 仲介斡旋活動の推進

○重点地区に対する指導・支援の取組 5月～10月 補助事業対象地域への飼料増産働きかけ ２地区
○重点地区数拡大に向けた取組 6月19日 ２地区を重点地区に設定 ２地区 １月～ 新規重点地区（公共牧場）の登録 １地区
○現地検討会の開催 10月18日 WCS圃場、肉用牛遊休農地放牧地の現地研修 ５０名
○講演会等の開催 ３月 自給飼料講演会・コンクールの開催
２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組 ４月～
地域飼料増産会議・関東飼料増産行動会議現
地研修会等で作付面積拡大に向けて、生産組
織・市町村等関係団体への働きかけ

１２ｈａ
１月～ 耕畜連携水田活用対策等による推進

１４ｈａ

○畜産農家の利用促進 １０月～
畜産普及科等による畜産農家への給与指導、紹
介等

５農家給与
１月～ 畜産普及科による畜産農家への給与実証

５農家給与

３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組 ８月～
平成１７年度作成したマップを活用した、地域内
での稲作農家と畜産農家間のマッチングを推進

3,567t(100%)
100%

○電話連絡等による相談への対応 ４月～
畜産農家からの稲わら供給要望に対し、平成１７
年度アンケート・マップ結果に基づき情報を提供

1ha １月～
平成１９年度の稲わら確保に向けた情報提
供

４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ５月～８月 遊休農地を活用した放牧（県内４地区） １９頭

２．９ｈａ
○現地検討会の開催 10月18日 「遊休農地を活用した肉用牛放牧」現地研修会 ５０名
５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組 10月18日
関東地域飼料増産行動会議現地研修研修会に
おいて既存コントラクターの優良活動事例を紹介

５０名 １月
候補（耕種農家）集団のコントラクターへの
誘導

１団体

○講演会の開催 10月18日
「中山間地域でのコントラクターの役割等」につい
ての講演会を開催

５０名

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：長野県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催
○アンケート調査の実施
○需給マップの作成 平成17年度 リストとして１７年度に作成済み ４種６枚
○ネットワークの立ち上げ 平成17年度 １７年度に設置済み ３地域
○斡旋仲介活動の実施 9月～12月 稲わらの需給調整 ５ＪＡ
○重点地区に対する指導・支援の取組
○重点地区数拡大に向けた取組 11月 重点地区の追加登録 ２地区
○現地検討会の開催
○独自の啓発資料の作成，配布
○新聞，雑誌等への広報活動
○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 4～10月 農業改良普及センターを通じ現地指導等 １９．１ｈａ ２１ｈａ

３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 9月～12月 ＪＡ長野中央会を通じて希望農家へ情報提供 ３２，００２ｔ 100%

(100%)

４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 8月 実態調査 １７頭 １７頭

５ｈａ ５ｈａ
○県単事業(H15～Ｈ17)実施後の波及効果 12月 実態調査 羊（ｻﾌｫｰｸ種） 羊（ｻﾌｫｰｸ種）

３２頭 ３２頭
２．３ha ２．３ha

５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 0 0

（具体的な情報なし）

６その他

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：静岡県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動

○行動会議等の開催 5月23日
H17年度の取組及び課題・対応方向、18
年度行動計画

1回 3月
H18年度の取組実績及び19年度行動計
画

1回

○アンケート調査の実施
○需給マップの作成 8月 1地区
○ネットワークの立ち上げ 8月 1地区
○斡旋仲介活動の実施 8～12月 稲発酵粗飼料、国産稲わら １地区 1～2月 国産稲わら 1地区
○重点地区に対する指導・支援の取組 4～12月 現地指導 1地区 1～2月 現地指導 1地区
○重点地区数拡大に向けた取組 4～12月 重点地区拡大推進 2地区
○現地検討会の開催 8、11月 繁殖和牛放牧検討会 2回
○独自の啓発資料の作成，配布
○新聞，雑誌等への広報活動
○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 7～12月 推進活動 59.5ｈａ 現地指導 60ｈａ
○・・・
○・・・
○・・・
３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 7～12月 推進活動 6,900ｔ 100%
○・・・
○・・・
○・・・
４放牧の推進 年度累計
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 7～12月 実証展示ほの設置 14頭 1～3月 実証展示ほの設置 20頭

6.3ｈａ 7.8ｈａ
○・・・
○・・・
○・・・
５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組
○・・・
○・・・
○・・・
６その他
○・・・
○・・・
○・・・

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：新潟県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催 4月18日 新潟県飼料増産推進会議 ２月 飼料増産推進会議

６月１９～２３日 地域機関飼料増産計画ヒアリング １４地域
○アンケート調査の実施 取組意向者への補完調査 １４地域
○需給マップの作成 補完調査を受けてのマップ改訂（コントラ：４地域追加） ３０地域
○ネットワークの立ち上げ 昨年度設置済み 県：１，地域１４

○斡旋仲介活動の実施
稲発酵粗飼料、飼料用稲わら生産利用農家に対する
仲介斡旋

１４地域

飼料用稲わらの広域流通に向けた仲介
飼料生産受託、稲わら収集組織の育成

○重点地区に対する指導・支援の取組 稲発酵粗飼料生産指導、稲わら供給活動支援 ２地区
稲発酵粗飼料生産指導、飼料用とうもろこしの本格生
産に向けた計画作成支援

○重点地区数拡大に向けた取組 重点地区拡大に向けた事例把握 重点地区拡大に向けた事例把握
○現地検討会の開催
○独自の啓発資料の作成，配布 飼料作物生産利用技術指針の作成配布
○新聞，雑誌等への広報活動
○その他の飼料増産への取組

２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組 8月4日
北陸地域稲発酵粗飼料増産シンポジウムにおける事
例紹介

１８７ｈａ 飼料作物生産利用技術指針の作成配布 ２００ｈａ

11月22日
北陸研究センター主催飼料イネ現地推進検討会にお
ける事例紹介
専用品種「夢あおば」の普及推進
耕畜連携水田活用対策の情報提供

３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 地域ネットワークを活用した生産利用の仲介・斡旋 ３，７２７t 71%
○指導、啓発 9月19日 関係団体へ収集取組拡大依頼 収集利用啓発のための資料作成と配布

４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ２頭 ２頭

０．４ｈａ ０．４ｈａ
○現地調査 7月3日 農政局による推進現地調査 他県事例等の情報収集と提供
○指導、啓発 他県事例等の情報収集と提供 技術資料の作成配布による啓発

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組
県単事業を活用した組織育成支援活動（重点指導地
区６地区）

０組織
県単事業を活用した体制づくり支援、組織育成支援
活動

１組織

11月20日 飼料作物コントラクター育成強化検討会

６その他

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：富山県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催 4月18日 富山県飼料増産会議
○アンケート調査の実施
○需給マップの作成 １１地域
○ネットワークの立ち上げ 県：１、地域：４
○斡旋仲介活動の実施 稲発酵粗飼料、飼料用稲わらの生産利用農家への仲介・斡旋 １１地域

○重点地区に対する指導・支援の取組 4～11月
集落との調整、放牧牛調達、衛生対策等への指導・
支援（氷見市）

２地区

4～11月 放牧地管理、衛生対策等への指導・支援（立山町）
○重点地区数拡大に向けた取組 10～11月 １８年度追加登録に向けて調整・選定 １地区
○現地検討会の開催 8月31日 北陸地域細断型ロールベーラー収穫実演検討会（富山市）
○独自の啓発資料の作成，配布 3月 飼料作物栽培・技術マニュアル改訂版発行
○新聞，雑誌等への広報活動 4月 放牧記事掲載（１）

5月 放牧記事掲載（２）
6月 放牧記事掲載（１）
7月 放牧記事掲載（１）

○その他の飼料増産への取組 4～12月 飼料増産ホットニュース等啓発資料の関係者への配布 １２回 1～3月 飼料増産ホットニュース等啓発資料の関係者への配布 ３回

２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 4～12月 19年度目標達成に向けた早期普及活動の実施 １１ｈａ 1～3月 次期耕畜連携対策の活用及び栽培調製技術指導 １５ｈａ

4～12月 稲発酵粗飼料生産・給与指導の実施 2～3月 ＷＣＳ用種子斡旋
9～12月 耕畜連携推進対策を活用した取組誘導

３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組 8月 早生品種を中心とした収集取組の強化 ４４８t 1～3月
国粗飼料増産対策事業や事例紹介による稲わら収集
誘導

100%

8～10月 地域ネットワーク等を活用した生産利用の仲介・斡旋
○指導・啓発 7月31日 市町村・農協・関係機関等へ収集依頼文書発出

9月10日 家畜保健衛生情報（稲わら収集啓発記事）の配布
8～10月 普及指導センターによる収集啓発活動の実施

４放牧の推進
○肉用牛の水田等放牧拡大の取組 5～11月 遊休水田等における放牧の実施 ４９頭 1～3月 需給マップを活用した放牧可能地域への取組誘導 ４９頭

4～11月 需給マップを活用した放牧可能地域の選定 ２１ｈａ 3月 放牧マニュアル改訂版発行 ２１ｈａ
5～11月 放牧モデル展示及び県単独事業等の活用
9～12月 新規事業の企画 1～3月 新規事業の関係機関との調整

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組 4～10月
国産粗飼料増産対策事業を活用した稲わら収集組織
等の育成支援（２地区）

１組織 1～3月
国産粗飼料増産対策事業を活用した稲わら収集組織
の育成支援

○指導・啓発 事例紹介や各種事業活用による耕畜連携活動の啓発

６その他
○関連会議等 7～12月 体験交流会等による県内畜産物生産の理解醸成 1～3月 次年度計画作成支援

3月 優良品種指定・廃止の決定

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：石川県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動
○行動会議等の開催 4月20日 石川県飼料増産会議 3月 本年度取組結果検討

○需給マップの作成 １８年度：放牧で３地域追加 １２地域
○ネットワークの立ち上げ 県：１、地域：５
○斡旋仲介活動の実施 稲発酵粗飼料、飼料用稲わらの生産利用農家への仲介・斡旋 ５地域
○重点地区に対する指導・支援の取組 補助事業による支援 ２地区
○重点地区数拡大に向けた取組 10～11月 １８年度追加登録に向けた調整・選定 １地区
○現地検討会の開催
○独自の啓発資料の作成，配布 4月 「飼料作物奨励品種及び栽培の手引き」作成配布 ２５０部 1～3月 栽培指針の見直し

12月 耕種農家向け耕畜連携推進資料 ３種類 耕種農家への飼料作付け啓発活動
○新聞，雑誌等への広報活動 6月 放牧記事掲載（１）

7月 放牧記事掲載（３）
9月 放牧記事掲載（３）
10月 放牧記事掲載（１）
11月 放牧記事掲載（２）

○その他の飼料増産への取組

２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 19年度目標達成に向けた早期普及活動の実施 １.２ｈａ ２ｈａ

稲発酵粗飼料生産・給与指導の実施

３国産稲わら利用拡大
○100％自給に向けた取組 早生品種を中心とした収集取組の強化 ５５０ｔ 100%

地域ネットワーク等を活用した生産利用の仲介・斡旋

４放牧の推進 ６頭 ６頭
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 ２.４ｈａ ２.４ｈａ
○遊休農地における和牛放牧拡大の取組 需給マップを活用した放牧可能地域の選定

5月25日 和牛放牧推進に係る担当者会議 １７人参加
6月6日 和牛放牧先進地視察（富山県立山） １７人参加

7月4日～11月20日 遊休農地における和牛放牧モデル実証の実施 ４箇所
○現地検討会の開催 8月1～2日 放牧現地検討会及び意見交換会の開催 ２１人参加

12月15日 和牛放牧モデル実証事業結果検討会の開催 １５人参加

５外部化の推進
○コントラクターの育成・組織化の取組 コントラクター組織の導入検討

６その他

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：福井県

１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値

１飼料増産運動

○行動会議等の開催

○アンケート調査の実施

○需給マップの作成 ２地域

○ネットワークの立ち上げ 県：１

○斡旋仲介活動の実施
稲発酵粗飼料、飼料用稲わらの生産利用農家への仲
介・斡旋

２地域

○重点地区に対する指導・支援の取組

○重点地区数拡大に向けた取組 稲発酵粗飼料生産・供給モデル実証事業の実施 ２地区

○現地検討会の開催 8月4日 北陸地域稲発酵粗飼料シンポジウム及び現地検討会

○独自の啓発資料の作成，配布 8月 稲発酵粗飼料推進リーフレットの作成，配布

○その他の飼料増産への取組

２稲発酵粗飼料の作付拡大

○19年産作付拡大に向けた取組 19年度目標達成に向けた早期普及活動の実施 ５ｈａ 作付拡大可能地域への斡旋活動 ２７ｈａ

稲発酵粗飼料生産・供給モデル実証事業による取組
推進

稲発酵粗飼料生産・供給モデル実証事業による取
組推進（専用収穫機械体系導入への支援）

２組織

○会議，シンポジウム等 8月4日 北陸地域稲発酵粗飼料シンポジウム及び現地検討会

３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組 早生品種を中心とした収集取組の強化 １，０９３t 100%

○現地調査 6月5日 福井県推進現地調査（北陸農政局）

４放牧の推進 １６頭 １６頭

○肉用牛の水田放牧拡大の取組 遊休水田における放牧の実施 ７ha 集落組織による放牧の取組推進 ７ha

○現地調査 6月5日 福井県推進現地調査（北陸農政局）

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組 稲ＷＣＳ生産・供給に係る作業受託組織育成支援 ２組織 ２組織

６その他

○関連会議等 11月22日
地域農業確立総合研究「北陸における高品質大麦ー
飼料用イネ輪作システムの確立」平成１８年度現地推
進検討会参加

耕畜連携水田活用対策事業の推進

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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　機関名：岐阜県
１２月３１日現在

実施時期 取組等の概要 具体的な数値 実施予定時期 取組等の概要 具体的な数値
１飼料増産運動

○行動会議等の開催
4月19日 岐阜県耕畜連携農業推進連絡会議を実施

2月 岐阜県飼料増産推進協議会の開催

4月27日,5
月10日

畜産合同会議、普及センター会議において稲わ
ら収集協力依頼

6月14,20日
ＪＡ担当者、畜産担当者対象に自給飼料増産に
係る説明会を実施

12月25日 水田農業活性化連絡会議の開催 1月15日 水田農業活性化連絡会議実務者会議
12月26日 耕畜連携対策にかかる畜産担当者会議 2月22日 水田農業活性化連絡会議実務者会議

○アンケート調査の実施
○需給マップの作成
○ネットワークの立ち上げ

○斡旋仲介活動の実施 10月5,6日
斡旋仲介活動の結果、西濃地域で生産した稲
WCSを中濃地域で利用することとなった

3
14.99ha＝26.91t

○重点地区に対する指導・支援の取組 7月～
本年度1地区追加し、合計4地区に対し状況聞き
取り

4

○重点地区数拡大に向けた取組 10月20日 現地機関への重点地区掘り起こし依頼 10機関

○現地検討会の開催
10月3日
10月10日

細断型ロールベーラー、
稲WCS刈り取り現地検討会の開催

○独自の啓発資料の作成，配布
○新聞，雑誌等への広報活動 4月～12月 県内取組について投げ込み等を実施
○その他の飼料増産への取組
２稲発酵粗飼料の作付拡大
○19年産作付拡大に向けた取組 稲発酵粗飼料作付可能地域での取組説明 15.3ｈａ 18.2ha

10月10日
耕種農家、畜産農家、関係機関等を参集した検
討会の実施（生産圃場）

11月28日 ＷＣＳ給与実証にかかる打合せ（給与農家）

12月21日
耕種農家、畜産農家、関係機関等を参集した現
地検討会の実施（給与実証）

３国産稲わら利用拡大

○100％自給に向けた取組 9月 広域での利用について希望農家等聞き取り実施 9,300ｔ ほぼ県内産稲わら収集完了 85%

４放牧の推進
○肉用牛の水田放牧拡大の取組 郡上、東濃地域５カ所にて実施 4頭 郡上、東濃地域5カ所にて実施 4頭

飛騨、東濃西部において取組検討準備中 1.5ha 飛騨、東濃西部において取組 1.5ha

耕作放棄地放牧について
中濃、東濃地域、のべ７カ所で実施
（郡上市、瑞浪市、中津川市、恵那市）

のべ18頭、7.6ha
中濃、東濃地域、のべ７カ所で実施
（郡上市、瑞浪市、中津川市、恵那市）

のべ18頭、7.6ha

５外部化の推進

○コントラクターの育成・組織化の取組 5月
地域での働きかけにより、２組織が新たに受託
作業を開始（東濃地域（夏焼、下野営農組合））

2

６その他

区　　　　　　　　　分

○平成18年度の取組実績（都道府県）

実　　　　　　　　績 今後の予定
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